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序．都市マスタープランについて 

序－１．都市マスタープランの役割 

（１）都市マスタープランとは 
 都市マスタープランとは、都市計画法第１８条の２に規定されている「市町村の都市計
画の基本的な方針」のことです。 
 都市計画には、国や県の広域的な観点からの取組みも重要ですが、それぞれの地域の実
情に沿った、きめ細かな対応が必要です。そこで住民の生活に密接に関わる都市計画に関

して、市町村が住民の意見を取り入れながら、目指していく将来の都市の姿とその実現に

向けた方策を示すものとして策定されているのが、都市マスタープランです。 
 
（２）都市マスタープランの役割 
 まちづくりは、住民、住民組織、地権者、事業者、行政と様々な主体が関わりながら、
長期的な見通しをもって進められていく、息の長い取組みです。まちづくりを進める際に、

その場その場での対応をしていては、将来の都市の姿は一貫性のない混沌としたものとな

ってしまいます。 
 都市マスタープランは、このようなことのないように、将来の都市の姿を明示し、それ
をまちづくりに関わる様々な主体が共有することで、将来にわたるまちづくりの結果がぶ

れることなく、計画的にまちづくりを進めるための道しるべとなるものです。 
 特にこれからは、まちで暮らす住民が主体となって、自らが生活するこのまちのことを
自分たちで協力しながら考え、実践し、よりよいまちづくりを進めていくことが必要にな

っていきます。その目標としての将来の都市の姿を共有できるようにすることも、都市マ

スタープランの大きな役割の一つです。 
 また、道路をつくったり、建築物を建てたりという直接的な都市計画に関することばか
りでなく、産業や福祉、環境への取組み等様々な人々の活動についても、保全や活動の場

としていろいろな形で空間に関わってきます。都市マスタープランでは、このような人々

の活動に関する空間利用の方向性についても記述することで、それらの活動を支えていく

空間計画としての役割も持っています。 
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序－２．都市マスタープランの位置づけ 

 都市マスタープランは、都市計画法の規定の中で、単独の計画として定められるもので
はなく、関連する将来計画と整合を取りながら定められることとされています。 
 
（１）基本構想との関係 
 都市マスタープランは、市町村の将来の都市の姿を主に空間的な側面から描いていく計
画です。市町村の将来像を描くもっとも基本的な計画は、その市町村が定める総合計画の

「基本構想」です。基本構想は議会の議決を経て定められ、市町村の実務はこれに即して

行われることとなります。都市マスタープランも、基本構想に即して策定される必要があ

ります。 
 

 
 
（２）都市計画区域マスタープランとの関係 
 都市計画区域マスタープランとは、都市計画法第６条の２に規定されている「都市計画
区域の整備、開発及び保全の方針」のことであり、都道府県が市町村の枠を超える広域的

な見地から、都市計画の基本的な方針を定めるものです。 
 都市マスタープランは、市町村が地域の実態を踏まえてまちづくりの方針を定めるもの
ですが、計画的なまちづくりを進めるには、個別の市町村の事情だけでなく、生活圏や経

済圏を共有する周辺地域との一定の整合性についても配慮する必要があります。 
このため、都市マスタープランの策定にあたっては、都道府県の定める都市計画区域マ

スタープランに即して定めることとされています。 
 
 
  

都市マスタープラン 

分 野 別 計 画

総合計画基本構想 

都市マスタープランは、空間的な領域に関係している分野別計画を下支えするもの 
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■都市計画法体系における都市マスタープランの位置づけ 

 

 

 

 

 

  

（都市計画法第１８条の２） 

都都市市ママススタターーププラランン  

佐倉市の都市計画に関する

基本的な方針 

（地方自治法第2条第4項） 

佐倉市総合計画 
【基本構想】

まちづくりの総合

的な方針 

（都市計画法第６条の２） 

都市計画区域マスター
プラン（千葉県策定） 

広域的な見地から

の都市計画の方針 

千葉県が定める 
都市計画

・用途地域 
（都市計画法第８条） 
・都市施設 
（都市計画法第11条） 
・市街地開発事業 
（都市計画法第12条） 
・促進区域 
 （都市計画法第10条の２） 
・予定区域 
 （都市計画法第12条の２） 

市民の意見

即す 

即す 

即す 

反映 

原案作成の根拠 

即す 

佐倉市が定める 
都市計画 

・特別用途地区 
（都市計画法第８条） 

・一部の都市施設 
（都市計画法第11条） 

・地区計画 
（都市計画法第12条の５）
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序―３．都市マスタープランの構成 

 

 
 
 
人口動態や産業の状況、都市基盤の整備状況な
どの整理により、都市の現状を把握するとともに、
佐倉市の位置付けや役割を整理することにより、
まちづくりにおける課題を明らかにする。 

 
 
 
佐倉市の目標とする将来像を示し、まちづくり
を行っていく上での基本的方針や具体的取組指針
を示す。 

 
 
 
目標とする将来像を実現するために、まちづく
りのテーマ別に基本的方針を整理する。 

 
○歩いて暮らせるまちづくりの推進 
○安全・安心なまちづくりの推進 
○地域の個性を活かしたまちづくりの推進 
○佐倉らしさを守り育てるまちづくりの推進 
○佐倉の資産を活かしたまちづくりの推進 
○まちづくりの仕組みづくり 

佐倉市の現状と課題 

佐倉市の将来像とまちづくりの目標 

全 体 構 想 

 
 
 
地域の個性を大切にした地域毎の将来像を示
し、それを実現するため地域別構想の策定に向け
た方針を整理する。 

 
○志津地区 
○臼井・千代田地区 
○佐倉・根郷地区 
○和田・弥富地区 

地域別構想の策定に向けて 
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１．佐倉市の現状と課題   

 

１－１．佐倉市の現状  （詳細データは巻末の参考資料を参照ください） 
（１）人口減少と少子高齢化 
 佐倉市の人口は、平成２２年３月末現在、約１７万６千人で微増を続けていますが、今
後数年でピークを向かえ、その後、人口が減少していくことが予測されます。人口動態は

市内の地域差が大きく、市街化調整区域内の農村集落で構成される和田地区・弥富地区で

は、開発行為や建築行為が制限されていることも一因となって、人口の減少傾向が続いて

おり、活力の低下が危惧されます。 
 佐倉市の年齢３区分別人口を見ると、年少人口（０－１４歳）のピークは昭和６０年で
約３万人でした。生産年齢人口（１５－６４歳）は平成１２年の約１２万５千人がピーク

であり、現在に至るまで年少人口とともに減少しています。一方、老年人口（６５歳以上）

は増加しており、平成３７年まで増加が続くものと予測されます。 
 市の歳入額がピーク時から減少する一方で、社会福祉費等に充てられる民生費は、年々
増加しており、平成２１年度決算では歳出総額の約３割を占めています。 
 
（２）鉄道駅を中心にまとまった都市構造  
佐倉市は鉄道駅を中心に、駅前の商業地、既成市街地、計画的住宅団地という形で市街

地を形成しており、市街地の外側には農村集落が点在する都市構造となっています。 
区域区分制度により市域の約７７％が市街化調整区域に指定されており、市街地の無秩

序な拡大を抑制してきた結果、駅前を中心に市街地がコンパクトに集積しています。この

ため、下水道普及率が約９１％に達する等施設整備が効率的に進められ、また、環境負荷

の低減等の観点からも、公共交通を中心とした歩いて暮らせるまちづくりがしやすいとい

う特徴があります。 
 
（３）市内の交通ネットワーク 
 佐倉市の都市計画道路の整備率は、平成２１年度末時点で約５５％です。市内では、並
行路線の未整備や交差点部の道路構造等の原因により、一部区間に慢性的な渋滞が発生し

ています。また、市内道路の歩道の整備状況は約１０％（Ⅰ・Ⅱ級幹線については約３７％）

に留まっています。 
 京成電鉄本線とＪＲ東日本鉄道総武本線・成田線の鉄道路線が市内を横断しており、乗
降客数はユーカリが丘駅では概ね横ばいで推移していますが、その他の駅は減少傾向にあ

ります。 
 バス路線については、概ね横ばいで運行本数・輸送人員数を維持しています。 
 しかし、鉄道駅から離れた市街化調整区域ではバス路線が少なく、また運行間隔が長い
等、公共交通が限られており、車での生活が中心になっています。 
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（４）水と緑に恵まれた自然環境    
 佐倉市の自然環境は、印旛沼とそれに注ぐ鹿島川、高崎川、手繰川、小竹川等の水環境
に恵まれており、また、下総台地の端部に位置することから、緑豊かな斜面林と谷津や湧

水が多いのが特徴となっています。 
近年では、里山の斜面林の減少に加え、耕作放棄地が増加する等、緑の減少が危惧され

ており、印旛沼の水質もなかなか改善されない状況にあります。 
また、自然は時に暴風・豪雨・地震等の災害をもたらします。佐倉市内においても、台

風や集中豪雨等が原因となり、浸水被害に見舞われています。崖崩れ等も発生しており、

佐倉市の斜面地のうち、１８か所が急傾斜崩壊危険区域に指定されています。 
 
（５）豊かな歴史文化         
 佐倉市は、その立地性から古くから人々の生活の跡が刻まれてきました。また、交通・
戦略上の要衝として重要視され、さらには幕末には多くの先覚者を生み出しました。それ

らの足跡を偲ぶことのできる史跡や文化財が、旧城下町地区を中心に市内に点在していま

す。このように佐倉市は、豊かな歴史とそれに裏づけられた文化を有しています。 
また、市の施設として市民音楽ホールや市立美術館、国、県の施設として国立歴史民俗

博物館、佐倉高等学校地域交流館、民間の施設として川村記念美術館、塚本美術館等、多

くの文化施設があり、これらの施設や市民の生涯学習の拠点である公民館等を拠点に、新

たな市民文化も育っています。 
 
（６）縮小傾向にある産業規模 
 佐倉市の産業に関する統計を見ると、農業粗生産額、商品販売額、製造品出荷額のいず
れもピーク時よりも減少しています。また、農業就業人口の推移を見ると、農業従事者の

減少と高齢化が進んでいます。 
 
（７）佐倉市を取り巻く周辺の状況 
佐倉市は京成電鉄本線、ＪＲ東日本鉄道総武本線・成田線により、東京都心と１時間以

内で結ばれており、また成田空港からも２０分の距離に位置しています。自動車交通に関

しても、東関東自動車道佐倉インターチェンジを介して、東京・成田方面と結ばれていま

す。 
佐倉市の周辺では、八千代市、印西市、千葉市、成田市が大きな商圏を構成しており、

佐倉市から周辺商圏への購買力の流出が見られます。 
近年では、平成２２年７月に開業した成田スカイアクセス沿線の開発をはじめ、東葉高

速鉄道沿線、つくばエクスプレス沿線等でも大規模な土地区画整理事業が行われており、

広域的な人口移動の流れに変化が生じています。 
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１－２．まちづくりの課題 

 前節に掲げた現状を踏まえて、佐倉市のまちづくりの課題は以下の５点に集約されます。 
 
課題１：現状の都市構造の維持・強化 
 少子高齢化の進展に伴い、今後は人口減少社会がさらに進んでいくものと考えられます。
これまでの市街地拡大型の都市計画では、コスト面での対応が難しく、車の運転のできな

い市民を中心に、市民の生活面にも困難を来すことが考えられます。 
 佐倉市は鉄道駅を中心にまとまった都市構造となっています。この利点を生かし、今後
は市街地の拡大路線の転換を図るとともに、既存の街並みや市街地内の低未利用地等、既

存ストック（資産）を活用した「歩いて暮らせるまちづくり」を目指して、公共交通網の

充実や、都市の屋台骨としての道路整備における歩道や自転車交通への配慮等、持続可能

なまちづくりを進める必要があります。 
佐倉市を取り巻く外的な条件の変化、特に開発圧力の低下により、これまで以上に人口

の流入減、流出増が加速することが懸念されるところです。今後はまちの魅力を高めるこ

とで、佐倉市への定住促進を図る必要があります。 
 
 

課題２：災害への備えとライフラインの維持管理 
国では今後３０年の間に千葉県を含む南関東地域において、マグニチュード７程度の大

規模な地震が７０％の確率で発生すると予測しています。 また、地球温暖化等の影響によ
り、台風が強大化するとともに、局地的な集中豪雨の頻度が高まり、風水害や土砂災害が

増加することが懸念されています。 
  佐倉市では、自然災害等から市民の生命・財産を守り、被害を最小限にとどめるため、
市民、事業者、行政が各々の責任を果たしながら、災害に強いまちづくりを目指していく

必要があります。災害の発生時には、特に地域コミュニティに基づく共助の考えが大切に

なることから、平常時から市民が安心して暮らすことができるよう地域コミュニティを維

持していくことも必要です。 
 また、上下水道をはじめ市民生活を支えるライフラインを適切に維持管理していくこと
が必要です。 
 
 

課題３：居住環境の維持・向上 
日本の総人口が減少に向かう中で、これまでのような社会増による人口増を期待するこ

とは難しいものと考えられます。このような状況にあって都市の活力を維持していくため

には、市民が快適に生活できる居住環境を維持・向上していくことが必要です。 
佐倉市の居住エリアは、鉄道駅を中心に、商業地、既成市街地、計画的住宅団地、農村

集落と、性質の違う４つのエリアから成り立っています。それぞれのエリアの特徴に合わ

せた整備方針により、計画的に居住環境の整備を図る必要があります。同時にそれぞれの

特徴を活かしたまちづくりを進めることで、市民の住み替えや定住の要望に応えることは

もとより、若い世代が移り住むことのできるまちづくりに取り組む必要があります。 
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課題４：歴史・自然・文化の保全と活用 

佐倉市を特徴づける歴史・自然・文化は、佐倉市民共有の資産です。これまで守り継が

れてきた自然環境や歴史的建造物、無形文化財等も、これまで十分に活用されてこなかっ

たという面があります。また、社会が変化する中で失われてしまうおそれがあります。 
これらの資産を将来の世代に引き継ぐとともに、積極的な活用方策について検討する必

要があります。 
 
 
課題５：産業・観光の振興 
佐倉市内の産業の動向を見ると、農業、商業、工業、いずれの分野でも産業規模の縮小

傾向がうかがえます。また、農業については後継者不足や、農業従事者の高齢化が進んで

います。どの産業分野でも各事業者の経営努力に加えて、新たな活性化方策が求められて

います。 
首都圏や成田国際空港に近い立地性や、歴史的な資産、自然環境等、佐倉市に潜在する

資産を活用し、産業を活性化する方策を検討する必要があります。 
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２．佐倉市の将来像とまちづくりの目標 

体系図 

  

 
  

まちづくりの基本理念 
今後の佐倉市のまちづくりにおける方向

２０年後を 
目指して 

まちづくりの基本理念を踏まえた将来像 

「都市と農村が共生するまち 佐倉」 

将来像 

実現に向けて 

◆地域の個性を活かしたまちづくりの推進 

◆佐倉らしさを守り育てるまちづくりの推進 

◆まちづくりの仕組みづくり 

まちづくりの方針 

将来像を実現させるための方針 

◆歩いて暮らせるまちづくりの推進 

◆佐倉の資産を活かしたまちづくりの推進 

目標年次 

平成４２年（２０３０） 

◆安全・安心なまちづくりの推進 

２－１ 

２－２ 

２－３ 

３－１ 

３－２ 

３－３ 

３－４ 

３－６ 

３－５ 

２－４ 
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２－１．まちづくりの基本理念 

 佐倉市は、「第４次佐倉市総合計画」の将来都市像として『歴史・自然・文化のまち～「佐
倉」への思いをかたちに～』を掲げています。 
佐倉を大切にしていきたいという気持ち、佐倉に住み続けたいという愛着、佐倉を更に

すばらしいまちにしていきたいという意欲等、市民一人ひとりの「佐倉への思い」を、一

つひとつ「かたち」にかえていくことが、すべての人に優しいまちづくりにつながるとと

もに、人々の共感を得ることで、まちの求心力を高めることとなり、市全体の活力を創出

するまちづくりにつながります。 
 
 都市マスタープランでは、この考え方に基づき、これからのまちづくりにおいて重要な
課題となる人口減少、少子高齢化、地方分権化、地球環境問題への対応等、これからの社

会情勢を踏まえて、改めて佐倉市の将来あるべき姿を見据えていく必要があります。 
 
 このような課題や佐倉市固有のまちづくりの課題、方向性、これまでの経緯を踏まえ、
まちづくりの基本理念を次のように定めます。 
 
 

 

 
 
  

 
まちづくりの基本理念

 各地域の個性を活かしたまちづくりを行い、魅力と活気にあふれる

地域づくりに取り組みます。更には、それらをネットワークで結ぶこ

とにより、市全体としての個性～佐倉らしさ～や魅力、活気を高め、

すべての市民が各地域固有の歴史・自然・文化に代表される資産、活

気に満ちた都市機能、安全・安心・快適な生活空間を享受できる、持

続可能なまちづくりを目指します。 

 また、市民・企業・行政がまちづくりの主体となり、適切な役割分

担と協働によるまちづくりを目指します。 
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２－２．佐倉市の将来像 

 佐倉市のまちづくりの基本理念を踏まえた、２０年後の将来像を次のように定めます。 
 

目標年次：平成４２年（２０３０） 
 

 
  

「「都都市市とと農農村村がが共共生生すするるままちち  佐佐倉倉」」  

将 来 像 

市民は誰でも“都市の便利さ”と“農村の豊かな自然”を併せて享

受できるまち ～持続可能なまち～ を創造する。 
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２－３．まちづくりの方針 

 将来像を実現するために佐倉市の課題を踏まえて取り組む、まちづくりの方針を示しま
す。 
 
 
 

◆歩いて暮らせるまちづくりの推進～現状の都市構造の維持・強化～ 

少子高齢・人口減少社会に向けて、現状の佐倉市の都市構造の利点を活かしたまちづく

りを進めます。新しく郊外に開発をするのではなく、むしろ、市街地の既存ストック（資

産）を有効に活用しながら、地域の個性を活かした魅力づくりを進め、地域の拠点性を高

めるとともに交通ネットワークを充実することで、住宅と地域の拠点との間で歩いて暮ら

せるまちづくりの実現に取り組みます。 

市街地内部の歩行環境や自転車道の整備に取り組むとともに、市街地と農村集落との接

続を含めた公共交通網の充実を図ります。 

 

◆安全・安心なまちづくりの推進～災害への備えとライフラインの維持管理～ 

地震や風水害等の発生時に被害を最小限に抑えられるように、日頃から災害に備える取

組を行うとともに、防犯活動や見守り活動を通じて、市民が支えあう地域コミュニティの

拠点づくりを進めます。 

また、市民の生活を支える上下水道やごみ処理施設等の供給処理施設の適切な維持管理

に努め、安心して暮らせるまちづくりを進めます。 

 

◆地域の個性を活かしたまちづくりの推進～居住環境の維持・向上～ 

駅を起点とした特徴のある居住環境を活かし、さらに向上させるため、居住エリア別に

居住環境の改善に向けた方針を定めます。 

居住環境の改善にあたっては、住民自らが主体的に居住空間をコントロールするエリア

マネジメント＊１の考え方が重要になります。地域コミュニティを活性化する仕組みづくり

の一環として、地域の実情を踏まえながら、地域住民が主体となり、子どもから高齢者ま

でだれもが安心して暮らすことができる環境を整える取組みを、情報提供や相談等で側面

的に支援します。 

また、それぞれの居住環境の魅力を高めながら、他市から佐倉市への移住や、一人暮ら

し、子育て世帯、高齢者世帯等、市民それぞれのライフステージに合わせた市内での住み

替えを支援する仕組みづくりについて検討します。  

まちづくりの方針 

 

*1：地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地権者等によ
る主体的な取り組み。 
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◆佐倉らしさを守り育てるまちづくりの推進～歴史・自然・文化の

保全と活用～ 

 佐倉市民共有の資産である、歴史・自然・文化について、将来の世代に引き継いでいく

ために、規制・誘導、あるいは意識啓発等を通じて、市民の協力を得ながら保全に取り組

みます。 

 また、これらの資産について、これまで十分に活用されてこなかったという反省があり

ます。今後は、多くの人に｢佐倉市に行ってみたい｣、「佐倉市に移り住んでみたい」と思わ

せる、まちの魅力を高める素材として、これら佐倉市の有する資産を十分に活用できるよ

う、活用方策を検討していきます。 

 

◆佐倉の資産を活かしたまちづくりの推進～産業・観光の振興～ 

活気のある佐倉市を目指して、まちに存在し、また潜在している資産を活かしたまちづ

くりに取り組みます。 

農業分野では、農業の新たな担い手を育てるために、農業振興に必要な施設の整備等を

含めた計画的な集落振興を図るための仕組みづくりについて検討します。また、都市と農

村をつなぐ観光農業の振興等を通じて、市内の農業を活性化させていく必要があります。 

商工業の分野では、空港関連産業の誘致や、外国人客の取り込み等、佐倉インターチェ

ンジ周辺を核に、首都圏や成田国際空港に近い立地性や、市内各地域の特性を生かした産

業振興に向けた取組みを進めます。 

また、市内に点在する地域資産をネットワーク化し、観光資源としての魅力を高め、広

く内外にＰＲしていきます。 
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２－４．まちづくりの実現に向けて 

 

 

 

まちづくりの方針に従って将来像を実現するためには、行政の取組みだけではなく、市

民・住民組織・企業等が主体となって、各々との協働によるまちづくりを動かしていくた

めの仕組みづくりが必要になります。 
 

◆まちづくりの仕組みづくり 

都市マスタープランに掲げた将来像の実現に向けて、まちづくり動かしていくための仕

組みづくりに取り組みます。 

市民や住民組織が主体のまちづくり活動への支援を進めるとともに、市民・住民組織・

企業等と行政の適切な役割分担と協働のもとでまちづくりに取り組みます。また、まちづ

くりのルールや土地利用の調整に関する仕組みづくりを進めます。 

都市マスタープランの内容についても適宜見直しを行い、進行管理に努めます。 

 

まちづくりの実現に向けて
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３．全体構想 
 

３－１：歩いて暮らせるまちづくりの推進 ～現状の都市構造の維持・強化～ 

 
（１）佐倉市の都市構造の特徴と基本方針 
 佐倉市の都市構造は、鉄道駅を中心に、河川で地理的に別れた「志津・ユーカリが丘」、
「臼井・千代田」、「佐倉・根郷」の３つの市街地群がそれぞれコンパクトに形成されてお

り、市街地の外側には豊かな自然の中に農村集落が点在しています。 
これらを鉄道やバスの公共交通と道路ネットワークが結ぶ分散・集約型の都市構造は、

佐倉市の特徴的なものであり、市街地毎のまちづくりが行いやすい利点を有しています。 
 また、それぞれの市街地内部の構造は、概ね鉄道駅周辺の商業地、旧来からの既成市街
地、大規模開発等により計画的に整備された住宅団地からなっています。 
これらを踏まえて、将来都市構造に対する基本方針を次のように設定します。 
 

 
 
（２）市街地と自然環境の構成 
①市街地と集落の構成 
 既成市街地については、無秩序な拡散を防ぎ、地域の個性を活かしながら、住みやすい
生活空間を形成します。 
 農村集落については、市街地とのネットワークの強化に努めるとともに、集落の維持・
活性化を図ります。 
 

 志津・ユーカリが丘 

市街地                          

 臼井・千代田市街地      既成市街地           

 

 佐倉・根郷市街地                          

 

 
  

 

 佐倉市の将来都市構造の姿としては、鉄道駅を中心に広がる市街地の規模を維持

し、鉄道・道路交通によるネットワーク網を構築します。また、市街化調整区域の

農村集落についても、その集落規模を維持しながら、市街地との交通ネットワーク

を強化し、居住地にかかわりなく利便性を享受できる都市構造を目指します。 

さらに、印旛沼や里山に代表される自然環境を保全し、市街地との適正な連携を

図ることで、市民にとってより身近な存在となるよう努めます。 

都市構造に対する基本方針

既存規模の維持 

農村集落 

農村集落 

農村集落 公
共
交
通
等
の 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
強
化 
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②佐倉市の自然環境 
印旛沼や里山に代表される佐倉市の自然環境については、都市の緑地空間として保全を

図るとともに、鹿島川、高崎川、手繰川沿い等の水辺空間の積極的な活用を図ります。 
 
 
（３）具体的取組み 

【取組みの方向性】 

○佐倉市の都市構造の特徴を活かしながら、効率・重点的にまちの魅力を高

め、歩いて暮らせるまちを目指します。 

 

●持続可能な都市構造に関する基本的な方針 
市街地拡大から既存市街地・既存集落の魅力づくりへの転換 
（基本的な考え方） 
・既定の市街化区域内の整備を優先的に進めることを前提とし、既存ストックを有効に活

用しながら、地域の個性を活かした魅力づくりや地域の拠点性を高めた徒歩生活圏を重

視します。 
・市街化調整区域においては、生活環境を確保するために、既存集落の自然環境を保全し

ながら、人口やコミュニティを維持するため、集落の維持が困難となっている区域を限

定し、条例による開発許可基準の緩和や集落地区計画の策定を通じて、適正な土地利用

を誘導します。 
・市街化調整区域における幹線道路沿道等における流通業務、観光、レクリエーション等

を主体とする非住居系の計画開発地で、地域の振興又は発展に寄与し、必要な公共公益

施設を整備しつつ、周辺の自然環境・景観と調和する良好な開発を誘導する場合等にお

いては地区計画を定め、市街化調整区域の適正な土地利用の形成を図ります。 
 
＜既存ストックの活用＞ 
・地域の様々なストック（資産）を発見し、新たな利用の可能性について評価したうえで、

適切にマネジメント（運営管理）することで有効活用を図ります。 
・歴史・文化資産や自然環境的な資源を、観光資源として活用を図ります。 
・商店街の空き店舗、住宅地の空き家等を、公益施設や交流の場として活用を図ります。 
・既存の公共施設をファシリティマネジメント*2 の考え方に基づいて検討し、施設の有効

活用を図ります。 
 
＜地域の拠点性を高めた諸機能の集約＞ 
・各地域の中に拠点となるような地区を形成するために、交通環境を確保しながら、公益

施設等を誘導し、拠点毎の個性を活かした魅力づくりを進めます。 
・市民が生活様式に応じた徒歩生活圏を選択できるよう、住み替えや定住施策を促進しま

す。 

  
 

*2：土地・建物・設備といったファシリティを対象として、経営的な視点から設備投資や管理運営を
行うことにより、施設に係る経費の最小化や施設効用の最大化を図ろうとする活動のことをいい
ます。 





19 
 

●交通体系（道路網）に関する基本的な方針 
自転車や公共交通を重視した基盤整備 
（基本的な考え方） 
・現状の道路網を踏まえ、歩行者・自転車利用者の環境の改善や渋滞の解消に向けて効率

的・重点的な整備を図ります。 
 

○交通環境の整備方針 
（道路整備にあたっての考え方） 
・幹線道路の整備にあたっては、生活道路との役割を明確にします。 
・道路整備にあたっては、歩道部分を透水性の舗装にする等自然環境や景観、災害予防に

配慮します。 
 
＜歩行者・自転車利用者の環境整備＞ 
・通学路、駅や公共施設等へのアクセスについては、歩行者・自転車利用者の環境を確保

するため、歩道や自転車道の整備に努めます。 
・高齢者や障害のある人等が安心して鉄道駅を利用できるように、駅周辺の重点的なバリ

アフリー化に努めます。 
・バリアフリー化を推進するため、バリアフリー基本構想について検討します。 
【重点的に整備すべき路線】 
（歩道等整備路線） 
・国道２９６号（角来～南臼井台）の歩道を確保するため、都市計画道路３・４・１５号

勝田台長熊線（角来～江原台）の整備を促進します。 
・市道Ⅰ－４９号線（旧国道２９６号）の歩行空間を確保するため、無電柱化整備を進め

ます。 
 
＜公共交通の整備＞ 
・南部地域（和田・弥富地区）の交通不便の解消に向けて、デマンド交通の実証運行を実

施する等、政策的対応として検討します。 
・観光資源へのアクセスは、環境負荷を低減するためにも、公共交通機関の運行整備を促

進します。 
 
＜アクセス性の向上＞ 
・南部地域と市の中心部へのアクセス性を向上させるため、都市計画道路３・４・８号馬

渡萩山線（馬渡～大篠塚）の整備に努めます。 
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＜渋滞の解消＞ 
・慢性的な渋滞を解消するため、現存する幹線道路の渋滞部分について、交差点の改良や

バイパス等を重点的に整備し、改善を図ります。 
【重点的に整備すべき路線】 
・国道２９６号井野交差点付近の渋滞解消を図るため、現在事業中の都市計画道路３・４・

５号井野酒々井線（井野南～八千代市境）、都市計画道路３・４・１５号勝田台長熊線（志

津霊園区間）の整備を進めるとともに、千葉県施行の都市計画道路３・４・１８号上志

津青菅線（国道２９６号バイパス上座工区）の整備を促進します。 
・国道２９６号寺崎北交差点付近の渋滞解消を図るため、並行路線である千葉県施行の都

市計画道路３・４・１１号羽鳥六崎線（寺崎特定土地区画整理事業地区内）の整備を促

進します。 
・国道５１号の渋滞解消を図るため、国に対して整備を要望します。 
 
（公共交通への利用転換） 
・高齢者や子育て世代の交通移動の利便性を高めるとともに、道路の交通渋滞や環境への

負荷を緩和させるため、公共交通への利用転換を促進します。 
 
＜広域・主要幹線道路の再検討＞ 
・限りある事業費を効率的に執行する観点からも、長期未着手の都市計画道路については、

既存道路の活用可能性等を踏まえた上で、整備の必要性の再評価が必要になっています。

また、都市計画決定当時の面的整備事業や大規模開発計画の中止・見直し等により、整

備の必要性に変化が生じています。このため整備の必要性の再評価を含めた都市計画道

路の見直しを行います。 
 
＜駐車場の計画的配備＞ 
・既存駐車施設の有効利用を図るとともに、駐車需要の高い商業地への駐車施設の整備を

目標とし、公共と民間の適正な役割分担のもと、計画的な整備に努めます。 
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３－２：安全・安心なまちづくりの推進 

～災害への備えとライフラインの維持管理～ 

 
（１）佐倉市の安全・安心に向けた取組みの必要性 
 東海地震や東京湾北部地震等の大きな地震が予測されています。また、近年では大きな
被害は出ていないものの、台風や集中豪雨による風水害もいつやってくるかわかりません。 
 このような災害に対し、佐倉市では地域防災計画を策定し、被害を最小限に留め、復旧
がはかれるよう災害に強いまちづくりを進めています。今後とも市民、事業者、行政、そ

れぞれの責任のもとで有事に備えることが必要です。 
 また、市民が安全に安心して生活していくには、ライフライン等の必要な都市基盤が適
切に維持管理されるとともに、地域における防犯活動や見守り活動等に取り組む地域コミ

ュニティを維持していくことが必要です。 
 
（２）具体的取組み 

【取組みの方向性】 

○災害への備えの充実したまちを目指します。 

○供給処理施設の整備されたまちを目指します。 

○地域コミュニティが維持された安心して暮らせるまちを目指します。 

 

●災害に強いまちづくりの基本的な方針 
＜災害予防＞ 
○地震対策 
・市有建築物に関して、耐震性が明確になっていないものについて耐震診断を順次推進し、

耐震性が不足しているものについては、耐震改修を計画的に実施します。 
・民間建築物については、建築物の所有者等が、地域防災対策を自らの問題、地域の問題

として意識して取り組むことが不可欠です。行政は、こうした取組みをできる限り支援

するという観点から、建築物の所有者等に対する啓発、知識の普及、情報提供及び耐震

診断助成等の支援策を講じ、民間建築物の耐震改修を促進します。 
・地震時における大規模盛土造成地等の被害を軽減するために、変動予測調査を実施し、

滑動崩落防止対策を促進します。 
・地震等の災害時におけるブロック塀等の倒壊防止の観点から、危険ブロック塀の除却及

び生垣化を推進します。 
・細街路（狭あい道路）における歩行環境の確保に努めます。 
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○風水害対策 
・一級河川である鹿島川、高崎川については、ふるさと川づくり基本計画で定められた「歴

史を映す印旛沼・文化を育てる鹿島川」をテーマに、千葉県による河川改修事業が進め

られており、良好な景観を活かした整備を促進します。 
・準用河川については、未整備箇所の整備を進めるとともに流下機能の確保に努めます。

また、普通河川についても、必要に応じて準用河川に指定して整備を図ります。 
・雨水については、排水機能の強化を図るとともに、市街地の雨水流出を抑制するため、

貯留や浸透対策を進め、集中豪雨等による浸水被害の軽減に努めます。 
 
 
○土砂災害対策 
・急傾斜地崩壊危険箇所の把握・周知に努め、相当数の居住者の危険が予想される急傾斜

地崩壊危険箇所については、地域住民の協力を得ながら急傾斜地崩壊危険区域としての

指定をし、崩壊防止工事の実施を促進します。 
 
 
○地域における防災体制の充実 
・災害による被害を最小限に抑えるため、自主防災組織の設立や耐震診断の実施等市民自

身による災害への備えに対して支援します。 
・災害の発生時には、佐倉市地域防災計画に基づき、迅速な救護・支援活動を行います。 
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●環境衛生に関する基本的な方針 
○下水道の整備方針 
（市街化区域） 
・公共下水道（汚水）については、整備が概ね完了したことから、今後は、施設の維持管

理の充実にシフトし、長寿命化等ランニングコストの低減に努めます。 
・公共下水道（雨水）については、施設の整備や、透水・浸透性の高い舗装、雨水貯留施

設等の推進を図るとともに、市民協働による浸透桝・貯留施設の普及により、雨水流出

の抑制に努めます。 
（市街化調整区域） 
・市街化調整区域の汚水排水については、市街化区域の隣接地や区域内を汚水幹線が通過

している区域等から順次公共下水道による面的整備を推進するとともに、面的整備が困

難あるいは当面見込めない地域については、合併浄化槽設置助成制度の充実等を図り個

別処理施設の普及に努めます。 
・雨水排水については、道路側溝等の道路排水施設の整備に努めます。 
 
○処理施設の整備方針 
・汚物処理場については、既存施設の整備充実を図ります。 
・ごみ焼却場については、ごみの減量化、再資源化を推進し、計画的、効率的整備に努め

ます。 
・火葬場については、既存施設の整備充実を図ります。 
 
 
●安全で安心して暮らせる地域社会の形成に関する基本的な方針 
＜地域コミュニティの拠点づくり＞ 
・空き地、空き家を活用し、交流の場、まちづくりの活動の場等を確保するための取組み

の支援について検討します。 
・地域住民自らが管理し、地域コミュニティの拠点となる自治会・町内会等の集合施設の

整備支援を行う等活動拠点の確保に努めます。 
 
＜歩行者・自転車利用者の環境整備＞ 
・高齢者や障害のある人等が安心して鉄道駅を利用できるように、駅周辺の重点的なバリ

アフリー化に努めます。 
・バリアフリー化を推進するため、バリアフリー基本構想について検討します。 
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３－３：地域の個性を活かしたまちづくりの推進 ～居住環境の維持・向上～ 

 
（１）佐倉市の居住エリアの構造 
佐倉市の居住エリアは、鉄道駅を中心に駅前の商業地エリア、既成市街地エリア、計画

的住宅団地エリアが市街地の居住エリアを形成しており、市街地の外側には農村集落エリ

アが点在する都市構造となっています。 
この基本的都市構造を維持しながら、居住環境を向上させていくことが、これからの持

続可能なまちづくりに必要となります。 
 

 

 

（２）具体的取組み 

【取組みの方向性】 

○居住エリア毎の特徴を活かした、快適に暮らせるまちを目指します。 

○市民のライフステージに応じて、住み続けられるまちを目指します。 

○若い世代が移り住むまちを目指します。 

 
 
  

駅 

市市市街街街地地地   

商業地 
（駅前商業地） 

既成市街地 
（歴史的な環

境の住宅地）

計画的 
住宅団地 

商業地 
（歴史的な環 
 境の商業地）

農村 
集落 

既成市街地 
（一般住宅地）

農村 
集落 

農村 
集落 

農村 
集落 

居住エリアの構造イメージ図 
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（３）施策の展開にあたって 
 具体的な施策の展開にあたっては、市街地に共通する施策を基本としながら、居住環境
の魅力を高めて、快適に住み続けられ、若い世代が移り住むまちを目指すために、それぞ

れの居住エリアの特徴を活かした施策を展開します。 
 
【市街地に共通する施策】 
（施設整備） 
・空き地、空き家を活用し、交流の場、まちづくりの活動の場等を確保するための取組み

の支援について検討します。 
・地域住民自らが管理し、地域コミュニティの拠点となる自治会・町内会等の集合施設の

整備支援を行う等活動拠点の確保に努めます。 
・近隣公園については、現在のコミュニティや生活圏を考慮した配置に努めます。 
・地区公園については、比較的広域的な利用圏を考慮した配置に努めます。 
 
（環境形成） 
・緑豊かで潤いのある街並み景観を創出するため、市街地の緑と景観は、地区計画、建築

協定、緑地協定を活用し保全します。 
・市街地の斜面林について、視覚的に重要な斜面林地の景観計画での指定について検討し

ます。 
・市民や地域団体の参加を図りながら、街区公園の再整備に努めます。 
 
（防災） 
・地震等の災害時におけるブロック塀等の倒壊防止の観点から、危険ブロック塀の除却及

び生垣化を推進します。 
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・佐倉市の商業地エリアは、駅前商業地と歴史

的な環境の商業地に大別されます。 
 
 
●駅前商業地の基本的な方針 
駅前商業地は、鉄道とバスの交通結節点であり、人が集まる拠点でもあります。 
今後、高齢社会の進展により、交通移動が困難となる市民が増えることが予測される中

で、自動車交通から公共交通への転換を図ることが必要になります。併せて、環境負荷を

低減し、効率的な公共投資を行う観点からも、駅前商業地を各地区の拠点として位置付け、

駅前に高度な機能を備えた施設の集積を図ります。 
 
【実現に向けた施策】 
（土地利用） 
・駅前商業地は、商業の集積に加え、高齢者等の生活様式に応じた居住地の選択肢を確保

するための共同住宅や、企業やＮＰＯ等が運営する公益施設等の誘導を図ります。 
 
（交通） 
・駅前を中心とした徒歩圏のバリアフリー化に努めます。特に、駅から公共施設までのル

ートを重点的に進めます。 
・高齢者や子育て世代の交通移動の利便性を高めるとともに、道路の交通渋滞や環境への

負荷を緩和させるため、公共交通への利用転換を促進します。 
 
（環境形成） 
・各地区の玄関口として地域の個性を活かした象徴的景観形成を図ります。 
 
●歴史的な環境の商業地の基本的な方針 
歴史的な環境の商業地は、旧城下町周辺の歴史・文化的な観光施設を結ぶ動線上に位置

し、昔ながらの建造物や街並み構成が残された、佐倉市内でも特徴的な商業地ですが、空

き店舗が増える等の課題も有しています。 
建造物や街並み等の資産を保存、継承しつつ、周辺の観光施設とも連携しながら歴史的

要素を活かしたまちづくりを図ります。 
 
【実現に向けた施策】 
（土地利用） 
・歴史・文化資産を活用した観光と連動した商店街を育成します。 
・空き店舗等の既存ストックの活用を図るため、これらの活用による起業支援を推進しま

す。 
・歴史的な空間の魅力づくりを戦略的に担う管理運営主体について検討します。 

商業地エリア 
（駅前商業地、歴史的な環境の商業地） 
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・佐倉市の既成市街地エリアは、歴史的な環境

の住宅地とそれ以外の一般住宅地に大別され

ます。 
 
 
●歴史的な環境の住宅地の基本的な方針 
歴史的な環境の住宅地は、歴史的建築物や昔からの街並みが残る、落ち着いた雰囲気の

ある住宅地です。これらの特徴を活かしていくために、街並みの構成や自然地形を保全し、

敷地の細分化を防ぎながら、歴史的な資産の保全と継承、活用を行い、これらと調和した

街並みの住宅地形成を図ります。 
 
【実現に向けた施策】 
（土地利用） 
・良好な居住環境を創出するため、地区計画、建築協定、緑地協定を活用します。 
 
（交通） 
・細街路（狭あい道路）における歩行環境の確保に努めます。 
 
（環境形成） 
・武家屋敷通りや旧成田街道の街並みを保全・復元し、景観形成を図ります。      ↑ 
 
●一般住宅地の基本的な方針 
一般住宅地は、戦後の急激な都市化の波を受け開発の進んだ地区であり、地域によって

道路幅が狭く、歩行者の通行や緊急車両の進入に不便をきたしているところもあります。 
近年では、都心への通勤に便利な住宅地としての需要もあり、古くからの住民と新しく

入居した新住民がともに暮らすまちという側面も強まっています。 
それぞれの地区の雰囲気が大幅に損なわれないよう、地区の特性に応じて、生活環境の

改善、防災性の向上を図ります。 
 
【実現に向けた施策】 
（土地利用） 
・小規模な土地区画整理事業や地区計画等により市街地環境を改善するための取組みを支

援します。 
 
（交通） 
・細街路（狭あい道路）における歩行環境の確保に努めます。  

既成市街地エリア 
（歴史的な環境の住宅地、一般住宅地） 
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●計画的な住宅団地の基本的な方針 
民間宅地開発事業及び土地区画整理事業によ

り計画的に整備された住宅団地は、宅地造成さ

れた時期や駅からの立地性等、住宅団地の特性

に応じて、低層住宅地としての居住環境を保全

し、佐倉市の歴史的環境や自然環境と調和した、

魅力ある住宅地としての形成を図ります。 
特に、少子高齢化の進展が早い住宅団地については、世帯の減少に伴う空き地、空き家

の増加が懸念されることから、これらを団地内コミュニティの場として活用したり、豊か

な自然環境と調和した居住環境やのびのびと暮らせる生活空間を望む子育て世代の移住を

促進する等、早期に対応する必要があります。 
 
【実現に向けた施策】 
（土地利用） 
・自然環境を好む子育て世代等の移住を進めるため、関連する事業制度や先駆的な取組み

を参考にしながら建て替え・住み替えを促進します。 
・良好な居住環境を維持・向上させるため、地域管理主体による住宅団地のエリアマネジ

メントを促進します。 
・住宅団地内での店舗や福祉施設等の利便性を確保するために、既存ストックの活用等の

手法について検討します。また、地区計画の策定、見直しについて検討します。 
 
（交通） 
・住宅団地から駅への交通手段の確保について検討します。 
 
 
  

計画的住宅団地エリア 
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●農村集落の基本的な方針 
農村集落のうち、南部地域（和田地区・弥富

地区）は、人口の減少や少子高齢化が特に進ん

でおり、これらに対するひとつの施策として、

自己居住用の専用住宅の建築が可能となるよう

条例により開発許可基準が緩和されています。 
今後とも豊かな緑に囲まれた、ゆとりある生活空間としての農村集落を維持していくた

めに、自然環境の保全や農業振興等の複合的な視点で各農村集落ごとの整備方針を立てな

がら活性化を図ります。 
 
【実現に向けた施策】 
（土地利用） 
・農村集落周辺には、住宅だけではなく、地域の活性化に必要な施設を計画的に立地する

ため、農村集落ごとに整備方針を定める仕組みを検討します。 
・農村集落への定住促進を図るための仕組みを検討します。 
 
（交通） 
・農村集落から日常利便施設（駅、病院、店舗等）への交通手段の確保について検討しま

す。 
 
   

農村集落エリア 
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３－４：佐倉らしさを守り育てるまちづくりの推進 

～歴史・自然・文化の保全と活用～ 

 
（１）佐倉市の自然環境と歴史・文化の特徴 
【佐倉市の自然環境】 
印旛沼のほとり、下総台地の先端部に位置する佐倉市の自然環境は、印旛沼に流れ込む

鹿島川、高崎川、手繰川等の豊かな水辺環境に恵まれ、また佐倉市の特徴でもある里山を

形成する斜面林や谷津田等の豊富な緑に囲まれています。 
市民の憩いの場でもあるまとまりのある自然を、河川や市街地内の緑地等の水と緑の回

廊で結び、将来にわたっても保全していくことが、重要な課題と言えます。 
 
【佐倉市の歴史・文化】 
 縄文時代の井野長割遺跡をはじめ、佐倉城跡、本佐倉城跡等の中近世の城跡、旧堀田邸、
武家屋敷、佐倉順天堂記念館等、市内にはたくさんの史跡や文化財が点在しています。 
また、佐倉市立美術館、市民音楽ホールや、国立歴史民俗博物館、川村記念美術館、塚

本美術館、佐倉高等学校地域交流施設等の文化施設も多く、新旧の歴史文化に触れられる

のが、佐倉市の大きな特徴です。 
 
（２）具体的取組み 

【取組みの方向性】 

○豊かな自然環境と歴史文化的な資産とを連携させながら守り育て、次世代

へ継承していくまちを目指します。 

 
●水と緑豊かな自然環境の保全と活用の基本的な方針 
（自然環境の保全と活用にあたっての考え方） 
・市民が自然を守り活用する高い意識をもつ動機づけのためには、里山や谷津田に多様な

かつまとまった生きものがいること、またそれらの環境が良好な景観を形成することが

必要です。そのためにはまとまりのある自然（５０～１００ha程度）市内８か所を「み
どりの拠点」として保全し、それらを水と緑の回廊で結ぶ必要があります。 
回廊を形成するためには農地や市街地の斜面林、生垣、街路樹、街区公園等の緑も保全

し、増やしていくことも重要です。また近隣都市とも連携し、回廊をネットワーク化し

ていくことによって、豊かな自然が守られます。 
 
 

【みどりの拠点】 
①手繰川と畔田・下志津 ②印旛沼・市民の森と土浮・飯野台周辺 ③佐倉城址公園周
辺 ④鹿島川と小篠塚・大篠塚・馬渡周辺 ⑤岩富 ⑥下勝田勝間田の池周辺 ⑦直弥・
米戸周辺 ⑧本佐倉城跡・大佐倉周辺 
注）みどりの拠点は、「佐倉市自然環境調査報告書（平成１２年３月）」において提案さ

れている自然環境の重要地域候補地。 
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○自然環境の保全・創出に関する方針 
規制・誘導 
（基本的な考え方） 
・建築的土地利用（建築行為）や非建築的土地利用（空き地、資材置き場、土砂採取、残

土埋立、解体業等）を規制・誘導し、自然環境の保全・創出を図ります。 
 
【実現に向けた施策】 
・都市緑地法に基づく地区計画等緑地保全条例などにより、伐採、土地利用転換を規制し

て自然環境の保全に努めます。 
・個人が所有する緑地等について、管理負担軽減等の支援策を活用して自然環境の保全・

創出に努めます。 
・都市緑地法に基づく緑地協定等の緑化義務制度を活用して自然環境の創出に努めます。 
 
＜今後の課題＞ 
・規制や助成制度が適用されない場所の管理運営については、市民の協力を得る体制を検

討します。 
・個別の土地利用転換を調整し、景観・自然・里山を保全するための仕組みを検討します。 
 
 
自然環境の保全要素 
＜里山の保全と景観形成＞ 
・「佐倉市谷津環境保全指針」に基づき、谷津田や斜面林、丘陵地等の里山を保全し、良好

な景観の形成を目指します。 
 
＜水辺環境の形成＞ 
・印旛沼、鹿島川・高崎川・手繰川・南部川等への親水性を向上させ、魚がいて水草のあ

る水辺の形成を目指します。 
 
＜市街地や農村の自然環境保全＞ 
・生産緑地（市街地の農地）、市街地の斜面地、社寺林、街路樹、生垣、田園風景等、市街

地や農村の自然環境を保全します。 
・市街地の緑と市街地を取り囲む自然を連携させたネットワークを構築します。 
 
＜保水機能の強化＞ 
・市街地の雨水浸透対策により、湧水・地下水を保全し、強化します。 
・里山を適切に管理することにより、保水機能を強化します。 
 
＜隣接する市町との連携＞ 
・生態系のネットワークを保全するため、近隣都市と連携しながら、里山の保全や緑の回

廊の構築を図ります。  
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自然環境の保全・創出活動 
（基本的な考え方） 
・市民協働による自然環境の保全・創出活動の充実を図ります。 

 
＜市民協働＞ 
・自然環境を保全する市民公益活動団体の育成や連携を図ります。 
・市民公益活動サポートセンターの機能の充実も含めて、市民公益活動団体の活動を促進

する環境の整備に努めます。 
 
＜保全・創出活動＞ 
・植樹、植栽により、新たな緑の創出を図ります。 
（支援） 
・財団法人 佐倉緑の銀行と連携し、市民公益活動団体が行う活動を支援します。 
・地域の環境美化活動を支援します。 
・市民公益活動団体等が行う里山の保全活動については、「千葉県里山の保全、整備及び活

用の促進に関する条例」による里山活動協定の締結を支援します。 
 
（取組み） 
・個人等が所有する緑のスペースを、市民公益活動団体等が維持管理し、一般に公開する

ような仕組みを検討します。 
・里山観察会等を通じて、里山保全に関心のある市民の増加に努めます。 
 
 
公園・緑地の整備方針 
（基本的な考え方） 
・公園・緑地の具体的な整備方針等は、緑の基本計画の策定過程において検討を重ねてい

きますが、都市公園等の施設として整備する公園・緑地の長期的な目標面積を市民一人

当たり２０㎡とします。 
 
＜既存大型公園の再整備方針＞ 
岩名運動公園 
・市民のスポーツ活動の拠点として、また、スポーツを通じたコミュニティ活動の場とし

て、公園区域を拡張し、球技の公式大会も開催できる競技場、駐車場等の整備を図りま

す。 
 
佐倉ふるさと広場 
・機能強化とレクリエーションゾーンとして、新たな整備を図ります。 
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＜新たな大型公園の整備方針＞ 
（仮称）西部自然公園 
・谷津景観の保全・活用等、自然豊かなみどりの拠点として、現存する自然環境を上手く

活かした新しいタイプの公園を目指します。 
・（仮称）佐倉西部自然公園計画理念の「私たちがつくる２１世紀の里山自然公園」に基づ

いた公園の整備を図ります。 
・長期にわたり安定的に管理・保全する仕組みを検討します。 
 
＜住区基幹公園の整備方針＞ 
・市街地内に分散する低未利用地等を活用し、極力適正規模に近づけられるような（街区

公園の標準的な面積は約０．２５ha）整備を推進するとともに、街区公園、その他の公
園・緑地をあわせたネットワーク化を図り、相互補完による機能の充実を図ります。 
 
＜緑地の保全・創出の方針＞ 
・緑地の保全については、国指定史跡井野長割遺跡及び酒々井町との連携による国指定史

跡本佐倉城跡の保存と整備に関する長期的な構想とともに、市内各所に所在する中近世

城館跡、古墳群等の歴史的資源を、地域の特色ある緑地・緑のオープンスペースとして

市民が利用できるように市民緑地制度等を活用し、その保全と整備を図ります。 
・これらの整備・管理・活用は市民参加をキーワードとして掲げ、広く市民が歴史と自然

にふれあえる体験を得られる場にするものとし、未来に向け、佐倉市の誇れる緑環境の

創出を目指します。 
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○自然環境の活用に関する方針 
（基本的な考え方） 
・自然環境の価値や大切さが理解され、保全につながっていくことを目指します。 
 
自然環境の活用要素 
＜印旛沼の活用＞ 
・水辺を利用する生きものたちに配慮した親しみある水辺の形成を図ります。 
・印旛沼の生態系を維持しつつ、そこから得られる恵みの活用を図ります。 
・渡り鳥の来る印旛沼と周辺水田を目指します。 
 
＜耕作放棄地の活用＞ 
・耕作放棄地を活用した、田植え体験や貸農園等自然環境と触れ合う機会の提供を図りま

す。 
 
＜谷津田の活用＞ 
・谷津田を自然体験・環境教育・農林業体験等の活動の場としての活用を図ります。 
 

自然環境の活用方策 
＜観光振興として活用＞ 
・里山等の身近な自然を活用したエコツーリズム*3を検討します。 
・里山の恵みを観光資源として利用を図ります。 
・市内観光で都市と農村の交流を図るため、市内をめぐる様々な小道の整備を図ります。 
・自然環境を活用した観光資源へのアクセスには、公共交通機関への利用を促進します。 
 
＜教育として活用＞ 
・子どもたちを対象とする自然環境を利用した教育の充実を図ります。 
 
＜バイオマス*4資源として活用＞ 
・里山の管理から生じる木材や草本、街路樹の剪定枝をバイオマス資源として活用を図り

ます。 
 
 
  

 

*3：観光旅行者が、自然観光資源について知識を有する者から案内又は助言を受け、当該自然観光資
源の保護に配慮しつつ当該自然観光資源と触れ合い、これに関する知識及び理解を深めるための
活動。 

*4：家畜排せつ物や生ゴミ、木くずなどの動植物から生まれた再生可能な有機性資源のこと。 
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●歴史・文化資産の保全と活用の基本的な方針 
（歴史・文化資産の保全と活用にあたっての考え方） 
・佐倉市の恵まれた歴史・文化資産を次世代へ継承していくため、市民の理解や協力のも

と適正に保全活用を図ります。また、交流人口の増加、地域経済の活性化のために、こ

れらの資産の活用を図ります。 
 
○歴史・文化資産の保全及び復元に関する方針 
規制・誘導 
（基本的な考え方） 
・建築的土地利用（建築行為）を規制・誘導し、歴史・文化資産の保全を図ります。 
・歴史的建造物の改修を誘導し、歴史・文化資産の復元を図ります。 
 
【実現に向けた施策】 
・景観法に基づく景観地区の指定等により、形態、意匠等を規制して歴史・文化資産の保

全に努めます。 
・市民文化資産選定制度の充実・発展に努めます。 
・改修時に従来の歴史・文化資産として、価値を発揮するような修繕・改築に誘導するた

め、佐倉市登録有形文化財制度を活用し、歴史的建造物の復元を支援します。 
 
＜歴史・文化的な景観形成＞ 
・旧城下町周辺については、景観法を活用し、景観計画の策定、景観地区の指定について

検討します。また、歴史まちづくり法を活用した歴史的な街並み整備について検討しま

す。 
・歴史的建造物、旧街道、路地、馬渡の宿場町や大蛇町の高垣等、佐倉らしい文化的な風

景、眺望景観を残すため、景観形成に努めます。 
 
 
歴史・文化資産の保全活動 
（基本的な考え方） 
・市民協働による歴史・文化資産の保全活動の充実を図ります。 

 
＜市民協働＞ 
・歴史・文化資産を保全する市民公益活動団体の育成や連携を進めます。 
・市民公益活動サポートセンターの機能の充実も含めて、市民公益活動団体の活動を促進

する環境の整備に努めます。 
 
＜保全・創出活動＞ 
・市民文化資産選定制度を活用し、文化資産の保全を支援します。 
・市民公益活動団体が市民文化資産を管理運営する活動を支援します。 
・歴史文化的な環境を保全する市民意識が醸成されるような施策、基金制度を検討します。 
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○歴史・文化資産の活用に関する方針 
歴史・文化資産を活用した観光振興 

（基本的な考え方） 
・市内に点在する史跡や歴史・文化資産をネットワーク化することで付加価値を与え、そ

れらを回遊するストーリー性を持たせた観光振興を図ります。 
・旧城下町周辺を観光拠点として、重点的に環境整備を図ります。 
 
【実現に向けた施策】 
・武家屋敷通りや新町に代表される旧成田街道の街並みを保全・復元し、景観形成を図り

ます。 
・トイレ、休憩所、駐車場等、観光に必要な施設の整備に努めます。 
・地域の歴史や文化を学習する場や機会の確保に努めます。 
・案内サインの統一、拡充、ＰＲの強化等、観光案内の充実に努めます。 
 
 
歴史・文化資産を活用した教育・交流 
【実現に向けた施策】 
・市民や子どもたちを対象とする歴史・文化資産を利用した教育の充実を図ります。 
・近隣大学と協力しながら、歴史・文化資産の活用を図ります。 
・国立歴史民俗博物館と連携して、歴史・文化資産の活用を図ります。 
・子どもや高齢者等のふれあいの場として、歴史・文化資産を活用した交流を促進します。 
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３－５：佐倉の資産を活かしたまちづくりの推進 ～産業・観光の振興～ 

 

（１）佐倉市の産業構造       
 佐倉市の就業構造は、第１次産業が約２％、第２次産業が約２０％、第３次産業が約７
５％となっており、第３次産業の就業者が増加しています。 
 農業は、和田・弥富・根郷の各地区を中心に、米や野菜が主に生産されています。工業
は、第１～第３、熊野堂の工業団地に集積しており、電子部品関連業種を中心にした製造

品出荷額は、県内１０番目に位置します。また、千葉市との境に位置するちばリサーチパ

ークへの誘致施策を進めています。商業は、鉄道各駅周辺に商業集積が進んでいますが、

近隣都市への大型店舗の出店等により、購買力の流出が見られます。 
いずれの産業分野でも産業規模の縮小が見られ、産業振興の必要性が高まっています。 
 また、観光に関して、市内には武家屋敷等の歴史・文化資産や、印旛沼に代表される自
然環境等、多くの観光資源が点在しています。 
 
（２）具体的取組み 

【取組みの方向性】 

○佐倉の農業を活性化させていくまちを目指します。 

○佐倉の魅力を活かした観光のまちを目指します。 

○身近な商店街で買い物のできるまちを目指します。 

○広域的な立地特性を活かした産業振興のまちを目指します。 

 

●農業環境に関する基本的な方針 
（農業環境の整備にあたっての考え方） 
・安定した農業経営や地域の活性化に必要な施設の立地については、農村集落の範囲を考

慮しながら計画的に進めていくことが必要です。 
 
＜新たな農業振興の可能性＞ 
・特産品等地域資源を活用した産業や観光の観点から、農村集落周辺には、地域の活性化

に必要な施設を計画的に立地するため、集落ごとに整備方針を定める仕組みを検討しま

す。 
・農村集落での観光農業、都市と農村の交流の促進等、新たな農業振興方策について検討

します。 
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●観光まちづくりに関する基本的な方針 
（基本的な考え方） 
・地域の自然や歴史・文化資産が空間的に分布しており、まちづくりの観点から観光政策

に戦略性をもってアプローチしていき、ネットワークの形成を図りながら、観光資源と

しての魅力を引き出すような地域づくりを目指します。 
 

＜主な観光資源＞ 
・佐倉城跡、武家屋敷、旧堀田邸、佐倉順天堂記念館、佐倉高等学校記念館、町家、路

地、旧街道、近世以来の町割り等の歴史を感じるまち 
・井野長割遺跡、本佐倉城跡、旧堀田邸、佐倉高等学校記念館等の国指定・登録文化財 
・市街地の隣接地に拡がる農地と里山 
・印旛沼や河川、湧水 
・国立歴史民俗博物館、佐倉市立美術館、佐倉市民音楽ホール、川村記念美術館、塚本

美術館等の文化施設 
・佐倉の秋祭り、金毘羅縁日等の無形文化資産 
・草ぶえの丘ローズフェスティバル、佐倉市民花火大会、佐倉チューリップまつり、佐

倉・時代まつり等のイベント 
・佐倉朝日健康マラソン、サイクリングロード、金メダルジョギングロード等のスポー

ツ資源 
・京成佐倉駅と佐倉城跡、旧城下町との近接性 
・インターチェンジと農村集落との近接性 等 

 
（取組みにあたっての課題） 
・観光まちづくりの具体的な展開にあたっては、行政と市民との協働の中で検討する体制

を整える必要があります。 
・観光まちづくりの振興を推進するためには、長期的な戦略性をもって、行政や市民、商

業関係者と協力していく必要があります。 
 
（観光振興の取組み） 
・市内に点在する史跡や歴史・文化資産をネットワーク化することで付加価値を与え、そ

れらを回遊するストーリー性を持たせた観光振興を図ります。 
・海外からの渡航者が、我が国の歴史や民俗にふれる入口として、国立歴史民俗博物館、

武家屋敷等の歴史的建造物のＰＲに努めます。 
・来街者のみならず居住者にとっても重要な、歩行者に配慮した基盤整備に努めます。 
 
＜広域連携の必要性＞ 
・成田国際空港に近接しているという地理的利点を活かし、外国人を含めた空港利用客の

取り込みや北総地域の観光地としての魅力を高めるために、成田や佐原と連携・協力し

合う関係をさらに進める必要があります。 
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○印旛沼周辺（ふるさと広場）を活かした観光まちづくりに関する方針 
（基本的な考え方） 
・佐倉市の自然のシンボルである印旛沼とその周辺を観光資源として最大限活用し、イベ

ント開催時だけでなく、平常時にも多くの人が訪れる観光地を目指します。 
・ふるさと広場等、観光拠点の整備・拡充を図ります。 
 
＜観光地に必要な条件整備＞ 
・ふるさと広場の近隣に駐車場を確保するように努めます。 
・ふるさと広場から京成佐倉駅までの自転車専用道路の整備を検討します。 
・ふるさと広場を核とした地域振興の場を確保し、来街者の利便性の向上を図るため、特

産品販売等の地域振興施設の設置を検討します。 
 
 
●商店街の活性化に関する基本的な方針 
（基本的な考え方） 
・歩いて暮らせるまちづくりを進めていくには、住宅地近隣における商店街の存在が大き

な意味を持ちます。このため、商店街の活性化に向けて、各商店の自助努力を促すとと

もに、市民とのふれあいの機会の増加や店同士の結びつきを強めることで新たな魅力を

引き出し、また、農業や観光等と結びつけた商業振興を図ります。 
 
○人と人とのふれあう商店街の育成に関する方針 
・地域におけるふれあいの場としての商店街の活用について検討します。 
・各店舗の経営品質の改善について支援します。 
・新たな商品開発を進めながら、おもてなしの心の醸成を図り、地元消費者に加え来街者

を迎えられる商店街の育成を支援します。 
 
●広域的な立地特性を活かした産業振興に関する基本的な方針 
（基本的な考え方） 
・空港関連産業の誘致や外国人を含めた空港利用客の取り込み等、佐倉インターチェンジ

周辺を核に、首都圏や成田国際空港に近い立地性を活かした新たな産業振興を図ります。 
 
○佐倉インターチェンジ周辺や工業団地等を活かした産業振興に関する方針 
・首都圏や成田国際空港に近い立地性を活かし、様々な産業立地の可能性や観光振興の観

点から振興を図ります。 
・既存の工業団地の土地利用を基本としながら、観光振興と空港関連産業誘致の観点から

新たな土地利用の可能性を検討します。 
・佐倉第三工業団地隣接地区は、周辺の自然環境に配慮した産業用地等としての利活用を

検討します。 
・佐倉インターチェンジなどの交通インフラを活かした産業の誘致を促進します。 
・ちばリサーチパークへの産業の誘致を促進します。 
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３－６：まちづくりの仕組みづくり   

 
（１）まちづくりを進めるにあたって      
都市マスタープランに掲げた将来像の実現に向けては、行政の取組みだけではなく、市

民一人ひとりや、住民組織及び企業等による主体的なまちづくりへの取組みが重要です。 
市民や住民組織がまちづくりの取組みの主体となれるよう、人材育成や支援の方策につ

いて検討するとともに、市民・住民組織・企業等と行政の適切な役割分担と協働のもとで

まちづくりに取り組む領域を広げていく必要があります。 
また、地域住民の意向や地区の課題に応じた、適切なまちづくりを進めていくためには、

まちづくりのルールの明確化や土地利用をコントロールする仕組みが必要です。 
人口減少社会を迎える等、変化の激しい時代の中で、佐倉市を取り巻く状況の変化に合

わせて、適切に都市マスタープランを見直していくことも必要になります。 
 
（２）具体的取組み 

【取組みの方向性】 

○協働によるまちづくりに取り組みます。 

○土地利用を調整する仕組みづくりに取り組みます。 

○都市マスタープランの進行管理に取り組みます。 

 

●協働によるまちづくりへの取組みに関する基本的な方針 
○市民が主体のまちづくりの推進 
・新しい佐倉の人づくり、地域づくりをめざして、まちづくりに関する講座等、様々な教

育事業を実施し、自ら主体的に行動する「地域活動の担い手づくり」を図ります。 
・「佐倉市市民協働の推進に関する条例」に基づき設置されている「地域まちづくり協議会」

の活動を支援します。 
・地区計画や建築協定、都市計画提案制度の活用等、市民の都市計画の専門的な知識への

理解を深め、活用できるよう、住民組織の行うまちづくり活動に対するアドバイザーの

派遣制度や、相談窓口の設置について検討します。 
・市民公益活動サポートセンターの機能の充実も含めて、まちづくり活動を支援する拠点

の整備に努めます。 
・住民組織の行うまちづくり活動への助成制度について、既存の市民協働事業の活用や、

新たな制度づくりも含めて検討します。 
 
○行政による情報提供の充実と市民意向の反映 
・まちづくりに対する市民の理解や関心を高めるため、事業や制度に関する情報提供の充

実に努めます。 
・都市計画の決定・変更にあたっては、内容、理由、スケジュール等について、市民にわ

かりやすく伝え、広く周知を図るとともに、市民意向の反映に努めます。 
○市民・企業・行政の適切な役割分担 
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・市民公益活動団体の活動を支援し、また協力しながら取り組む体制づくりを進めます。 
・これまでの幅の広い行政サービスから、本来の意味で行政の担うべきサービスを区別し、

限られた範囲に絞った高度な行政サービスの提供を図ります。 
・地域コミュニティの中で解決されるべき分野については、地域の中で解決が図られるよ

う、行政の関与を極力少なくするとともに、地域コミュニティの充実に向けた取組みを

支援します。 
・外部委託により効率化の図れる分野については、施設管理への指定管理者制度の導入や

企業等への外部委託を進めます。 
 
 
●土地利用を調整する仕組みづくりに関する基本的な方針 
・身近な地区の土地利用や、快適な住環境の整備等に関するルールづくりのための手続き

を定めるまちづくり条例の制定について検討します。 
・開発協議における、事業者の住民に対する説明や協議の手続きの位置づけ方について検

討します。 
・現行の法規制や助成制度によるコントロールの及ばない土地の管理運営について、市民

の理解を得て、個別の土地利用転換を調整し、自然や景観を保全する仕組みについて検

討します。 
 
 
●都市マスタープランの進行管理（評価・見直し）に関する基本的な方針 
・市民への都市マスタープランの周知を図ります。 
・都市マスタープランの規定事項の実施状況把握、市民意向調査やワークショップによる

満足度把握、評価指標の設定等の多様な手法の中から、適切な方法により進行管理が行

えるよう、評価の手法について検討します。 
・概ね５年を目途に、市民参加のもとで、都市マスタープランの内容について検証し、必

要がある場合は見直しを行います。 
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４．地域別構想の策定に向けて 

●地域別構想の策定にあたって 
地域別構想は、全体構想に示された都市整備の方針等を受け、各地域の現状や課題に対

応したまちづくり目標を設定し、それを実現するためのまちづくりの方針を明らかにする

ものです。 
地域別構想の策定にあたっては、佐倉市都市マスタープラン策定地区別懇話会を開催し、

地域の魅力や愛着、問題点及びまちづくりアイディア等を抽出し、地域のまちづくり目標

やまちづくり方針を検討しました。 
しかし、地域別構想を策定するだけの合意形成や詳細な地域別のカルテ（診断書）の十

分な検討が必要なため、各地域の全体構想における位置づけや佐倉市都市マスタープラン

策定地区別懇話会の結果を踏まえながら、今後検討していくものとします。 
 なお、参考として、佐倉市都市マスタープラン策定地区別懇話会の概要を次頁に示しま
す。 
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佐倉市都市マスタープラン策定地区別懇話会の概要 

地域の住民がまちづくりについてどのように考え、どのようなまちづくりを望んでいる

のか等について、住民から直接意向を確認し、佐倉市都市マスタープラン策定懇話会での

素案づくりと今後のまちづくりに活かすため、市内４地区（志津地区、臼井・千代田地区、

佐倉・根郷地区、和田・弥富地区）において、「佐倉市都市マスタープラン策定地区別懇話

会」を実施しました。 
 

１．当日のプログラム 

項目 備考 

１．開会のあいさつと取組の説明 
  ①地区別懇話会について ②本日の作業説明 

－ 

２．グループワーク 
  第１部：地域の良いところ・悪いところを考える 

第１部発表 

休憩  

３．グループワーク 
  第２部：まちづくりの将来像や取組を考える 

－ 

休憩  
４．グループワーク 
  第３部：協働のまちづくりのすがたを考える 

第２部・第３部 
発表 

５．まとめのことば － 
６．閉会のあいさつ － 

 
 
（都市マスタープランの見直しのテーマ） 

テーマ１：人口減少・少子高齢化社会を踏まえつつ、現状のコンパクトな 
都市構造を維持・強化 

テーマ２：居住環境の維持・向上 
テーマ３：歴史・自然・文化の保全と活用 
テーマ４：産業・観光の振興 
テーマ５：まちづくりを動かしていくための仕組みづくり 
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２．地区別の現状と課題、地域の課題解決方策、方針 

志津地区 

 
（全体の概要） 
・志津地区は、全体的にはテーマ２（居住環境の維持・向上）についての提案が多い傾向

があり、ニュータウン等の戸建て・マンションの計画的大規模整備が行われたこともあ

り、生活環境・暮らし向きに関心がある人が多いことが伺える。 
 
（プログラム別の概要） 
・第１部に関しては、志津地区の市街化区域周辺には豊かな自然が残っており、テーマ３

（歴史・自然・文化の保全と活用）についての意見が多い。 
・第２部に入るとテーマ５（まちづくりを動かしていくための仕組みづくり）に関する提

案が多くなった。概ね基盤整備が整っており、なおかつ行財政の実状を知る住民も多く、

活かせる資源も様々あることから、まちづくりを動かす様々な仕組みづくりのアイディ

アが創造されやすい状況にあったのではないかと考えられる。 
・第３部では、テーマ４（産業・観光の振興）に関する提案割合が多くなった。地域資源

を活かした新たな産業についての取組みが提案されていた。 
 
（居住環境の維持・向上に関する提案の概要） 
・志津地区では、特に駅等のバリアフリー化、北部地域へのデマンドバス・コミュニティ

バスの運行、既存施設を活用した交流の場づくり、公民館等の公共施設の整備が求めら

れている。 
 
（キャッチフレーズ） 
・“子どもが元気！としよりが元気‼ 住んで安心できるまち” 
・“協働によるまちづくり ～ガッツ！ガッツ！ガッツ！～” 
・“世代を越えたまちづくり ～地域の目市民の目 線で仕分け！ ～” 
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臼井・千代田地区 

 
（全体の概要） 
・臼井・千代田地区は、全体的にはテーマ２（居住環境の維持・向上）についての提案が

多い傾向があり、ニュータウン等の戸建ての計画的大規模整備が行われたこともあり、

生活環境・暮らし向きに関心がある人が多いことが伺える。 
 
（プログラム別の概要） 
・第 1 部に関しては、臼井・千代田地区には印旛沼を始めとした豊かな自然が残っており、
テーマ３（歴史・自然・文化の保全と活用）についての意見が多い。 
・第２部に入るとテーマ５（まちづくりを動かしていくための仕組みづくり）に関する提

案が多くなった。概ね基盤整備が整っており、なおかつ行財政の実状を知る住民も多く、

活かせる資源も様々あることから、まちづくりを動かす様々な仕組みづくりのアイディ

アが創造されやすい状況にあったのではないかと考えられる。 
・第３部では、テーマ１（人口減少・少子高齢化社会を踏まえつつ、現状のコンパクトな

都市構造を維持・強化）に関する意見が増え、全体が平準化されている。コンパクトな

まちづくりの必要性を意識した取組みが提案されていた。 
 
（居住環境の維持・向上に関する提案の概要） 
・臼井・千代田地区では、特に歩道の整備、空き教室等を活用した交流の場づくり、街並

み景観の向上、図書館等の公共施設の整備が求められている。 
 
（キャッチフレーズ） 
・“市民総参加でより良き佐倉に！！” 
・“「市民と行政と議会の新しい関係を考える。～持続可能な土地利用をモデルにして～」” 
・“ 私たちの街、みんなでつくろう！～高品質、癒される、家庭菜園都市～ ” 
・“１０年後、２０年後もみんなが住み続けたい街” 
・ 景観 「できることから始めようきれいなまちづくり」 
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佐倉・根郷地区 

 
（全体の概要） 
・佐倉・根郷地区は全体的にはテーマ３（歴史・自然・文化の保全と活用）についての提

案が多い傾向があり、城下町佐倉を代表する歴史・文化資産が多いこともあり、関心が

ある人が多いことが伺える。 
 
（プログラム別の概要） 
・第 1 部に関しては、佐倉・根郷地区には佐倉城跡を始めとした歴史・文化資産があり、
テーマ３（歴史・自然・文化の保全と活用）についての意見が多く、地区に存在する歴

史環境等の価値に気付いている人が多いということが伺える。一方で、現状に関して、

生活環境・暮らしに不便さを感じている人もおり、テーマ２（居住環境の維持・向上）

に向けた関心も高いと言える。 
・第２部に入るとテーマ５（まちづくりを動かしていくための仕組みづくり）に関する提

案が多くなった。活かせる資産も様々あることから、まちづくりを動かす様々な仕組み

づくりのアイディアが創造されやすい状況にあったのではないかと考えられる。 
・第３部では、テーマ４（産業・観光の振興）に関する提案割合が多くなった。歴史・文

化を活かした観光産業についての取組みが提案されていた。 
 
（居住環境の維持・向上に関する提案の概要） 
・佐倉・根郷地区では、特に地区とのアクセス性の向上、商店街の再活性化、ＪＲ佐倉駅

周辺の街並み整備が求められている。 
 
（キャッチフレーズ） 
・“子どもからお年寄りまで笑顔で心豊かに暮らせるまち” 
・“佐倉はイイゼ！！” 
・“ 住みつづけたい街にする！～内からの再活性、まずは明確な戦略を！～ ” 
・“若者がリーダーとなって未来を創造するサクラ” 
・ 豊かな水と緑、歴史がいきづくまち～佐倉はここから始まった～ 
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和田・弥富地区 

 
（全体の概要） 
・和田・弥富地区は、全体的にはテーマ４（産業・観光の振興）についての提案が多い傾

向があり、市街化調整区域で農地も多く、なおかつワークショップの場に農家の方も多

く参加されていたことの影響が伺える。 
 
・農地荒廃の拡大と自動車解体業の乱立で自然破壊と居住環境の悪化を懸念している声が

強く、対応を求められている。自動車解体業を工業地域化する可能性についての提案も

あった。 
 
（プログラム別の概要） 
・第１部に関しては、和田・弥富地区は市街化調整区域であることもあり、テーマ３（歴

史・自然・文化の保全と活用）についての意見が多く、地区に存在する自然環境等の価

値に気付いている人が多いということが伺える。一方で、現状に関して、生活環境・暮

らしに不便さを感じていたり、逆に今の生活ができれば今のままで良いという人もいて、

いずれにしてもテーマ２（居住環境の維持・向上）に向けた関心も高いと言える。 
・テーマ４（産業・観光の振興）についての活発な意見・提案は第２部・第３部に入ると

より多くなる。地域の強みを活かすことを考えると、和田・弥富地域は農業がキーワー

ドの中心となり、都市と農村の交流から新たな発展を模索する人が多かったと言える。 
 
（居住環境の維持・向上に関する提案の概要） 
・和田・弥富地区では、特に日常利便施設（買い物、病院、駅等）への交通アクセスの確

保が求められている。 
 
（キャッチフレーズ） 
・“自然と共生し農業を中心とした持続可能なまちづくり” 
・“緑豊かな自然に囲まれて発展を続けるまち” 
・“わだ・やとみの風と光をうけた街に！！” 
・“知と心で『地』的財産のネットワーク化と活用” 
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■佐倉市の現状分析 

 
 
1-1  人口減少と少子高齢化 
平成１７年国勢調査の人口・世帯数の実績値及び人口問題研究所の世帯推計から、佐倉

市の将来人口、将来世帯人員及び世帯数を推計した。 
 
（１）将来人口  
○H17年の国勢調査の実績値に基づく人口推計によれば、佐倉市の人口は、今後、減少に
むかうものと予測される。H42年の人口は、15.0万人（H2年～H7年（15年前）と同
規模）に減少する見込みである。 

1-1-(1) 図 人口の推移と将来推計 

 
資料：実績値は国勢調査、推計値は国立社会保障人口問題研究所 

 
（２）将来世帯数  

○将来世帯人員は、H17年の 2.81から、H37年の 2.64まで縮小すると予測される。 
○世帯数は H17年の約 6.1万世帯から、H27年の約 6.2万世帯まで増加し、その後減少に
転じる見込み。 
①将来世帯人員 ＝ 県将来世帯人員 × 対県との世帯人員偏差（H12～17の平均）  
②将来世帯数  ＝ 将来推計人口 ／ ①将来世帯人員 

1-1-(2)図 佐倉市の世帯数及び世帯人員の推計 

 
資料：実績値は国勢調査、推計値は国立社会保障人口問題研究所を基に作成 
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（３）将来年齢階層別人口  

○年少人口（0－14歳）のピークは、S60年で約 3.0万人。その後、減少傾向にあり、H32
年に 1.5万人（S45年（40年前）と同じ人口規模）となり、さらに減少が続く見込み。 
○生産年齢人口（15－64歳）のピークは、H12年で約 12.5万人。その後、減少傾向にあ
り、H47年に 7.5万人で、これは S55年～S60年（30年前）と同じ人口規模となる。 
○老年人口（65歳以上）のピークは、H37年で約 5.7万人。その後、減少に向かい、H47
年に 5.5万人となり、これは H32年と同じ人口規模となる。 
○75歳以上人口のピークは、H42年で約 3.7万人。その後、減少に向かい、H47年に 3.5
万人でこれは H37年と同じ人口規模となる。 

1-1-(3) 図 年齢階層別人口及び年齢階層別人口推計 

 
資料：実績値は国勢調査、推計値は国立社会保障人口問題研究所 

 
(４)将来年齢階層別人口割合  

○年少人口割合（0－14 歳）のピークは、S50 年で約 28.2%。その後、減少傾向にあり、
H17年では 12.9%、H47年には 7.8%まで減少する。 

○生産年齢人口割合（15－64歳）のピークは、H7年で約 73.4%。その後、減少傾向にあ
り、H47年には 53.0%まで減少する。 

○老年人口割合（65歳以上）は、H17年では 17.0%、H47年には 39.7%まで増加する。 
○75歳以上人口割合は、H17年では 6.6%、H47年には 25.0%まで増加する。 
1-1-(4) 図 年齢階層別人口割合及び年齢階層別人口割合推計 

 
資料：実績値は国勢調査、推計値は国立社会保障人口問題研究所 
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1-2 歳入歳出の状況 
（１）一般会計歳入歳出決算の状況 
○H20年歳出額は約 370億円で、H19から減少した。 
○H20年歳入額は約 382億円で、H16年には約 455億円であったものが、H17年には約

386億円と減少、H19年には約 392億円とやや増加に転じたが再び減少した。 
○今後は、市税収入の減少等により、歳入・歳出規模とも減少していくことが見込まれる。 
 

1-2-(1) 図 一般会計歳入歳出決算の状況 

 
資料：佐倉市統計書 

 
（２）市民税、民生費の状況 
○市民税は H16年までは減少傾向にあったが、H17年以降、増加に転じている。これは、
国の税制改正による所得税との負担割合の変更の影響があるものと考えられる。 
○民生費は H12年以降、増加傾向にある。 
○今後は、生産年齢人口の減少により、市民税は減少し、高齢者の増加により、民生費は

増加していくことが見込まれる。 
 

1-2-(2) 図 市民税、民生費の状況（決算） 

 
資料：佐倉市統計書 
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1-3 和田・弥富地区の過疎化 
（１）地域別人口・世帯数の推移 
○市内全体の人口が概ね横ばいで推移する中、和田・弥富地区では人口減少傾向が続いて
いる。 

1-3-(1) 図 市内全体及び地区別人口・世帯数の推移 

   
 

   
 

   
 

   
資料：住民基本台帳 
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（２）和田・弥富地区の小学校の状況 
○和田小学校、弥富小学校とも児童数が減少を続けており、近年では 100人を下回る状況
にある。弥富小学校では、H20年から小規模特認校として、市内全域から児童を受け入
れ、児童数の維持に取り組んでいる。 

 
1-3-(2)図 和田小学校、弥富小学校の児童数の推移 

 
資料：佐倉市教育委員会学務課 
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2-1産業分類別就業者数 
○第 3次産業の就業者数の占める割合が増加し、第 1次産業の就業者数及び第 2次産業の
就業者数の割合が減少傾向にある。 

 
2-1図 産業分類別就業者数の推移 

 
資料：国勢調査 

 
2-2商業の状況 
（１）卸売業・小売業の年間販売額の推移 
○卸売業の年間販売額のピークは H9 年で 88,824 百万円。その後、減少傾向にあったが、

H19年は前年比２割ほど増加した。 
○小売業の年間販売額のピークは H9年で 150,136百万円。その後、減少傾向にある。 
 

2-2-(1) 図 卸売業・小売業の年間販売額の推移 

 
資料：商業統計調査 
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（２）卸売業・小売業の事業所数及び従業者数の推移 
○卸売業の事業所数のピークは H11 年で 178 所。その後、減少傾向にあったが、H19 年
には再び増加に転じている。 
○卸売業の従業者数のピークは H14 年で 1,359 人。その後、H16 年に減少に転じたが、

H19年には再び増加に転じている。 
○小売業の事業所数のピークは H6年で 1,150所。その後、減少傾向にある。 
○小売業の従業者数のピークは H14年で 8,631人。その後、減少傾向にある。 
 
2-2-(2) 図 卸売業・小売業の事業所数及び従業者数の推移 

 
資料：商業統計調査 

 
（３）小売業の事業所数及び従業者数の推移 
○小売業の売場面積のピークは H14年で 172,585㎡。その後、H16年に減少に転じたが、

H19年には再び増加に転じている。 
○一店舗当たりの売場面積は、増加傾向にあり、H1９年の 172.7㎡は S57年の 55.5㎡に
比べ約 3倍となっている。 

2-2-(3) 図 小売業の売場面積の推移 

 
資料：商業統計調査 
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2-3工業の状況 
（１）製造品出荷額等の推移 
○製造品出荷額等のピークは H9年で 485,422百万円。その後、減少傾向にあったが、H16
年以降、再び増加に転じたがH19年の出荷額はH9年の約 80％の規模に留まっている。 

 
2-3-(1) 図 製造品出荷額等の推移 

 
 

（２）事業所数及び従業者数の推移 
○事業所数のピークは、S63年で 236所。その後、増減を繰り返しているが、総体として
減少傾向にある。 
○従業者数のピークは、H6年で 9,554人。事業所数と同様で、増減を繰り返しているが、
総体として減少傾向にある。 

 
2-3-(2) 図 事業所数及び従業者数の推移 

 
資料：工業統計調査 

 

198,562

318,244

418,406

376,411

485,422

347,697

282,894

331,006

390,561

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

S60 S63 H3 H6 H9 H11 H14 H16 H19

百万円

212

236

167 172

153
162

129 130

155
147

6,913

8,458

9,312 9,554 9,420
8,875

7,104 7,370

8,757

7,833

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

50

100

150

200

250

S60 S63 H3 H6 H9 H11 H14 H16 H19 H20

従業者数事業所数 事業所数（所） 従業者数（人）



59 
 

2-4農業の状況 
（１）農家戸数等の推移 
○農家戸数及び経営耕地面積は、減少傾向にあり、H17 年の農家戸数は S45 年に比べ約

1/3に、H17年の経営耕地面積は、S45年に比べ約 1/2となっている。 
○農業粗生産額のピークは、H2 年で 7,496 百万円。その後、減少傾向にあり、H17 年に

5,360百万円でこれは、S45年～S50年（約 40年前）と同じ額である。 
 
2-4-(1) 図 農家戸数等の推移 

 
資料：農林業センサス 

 
（２）年齢階層別に見た農業就業人口の推移（販売農家） 
○農業就業人口を年齢階層別に見ると、ほとんどの世代で減少しており、H17年の農業就
業人口は H12 年に比べ約 1/2 になっている。また、75 歳以上のみ増加しており、全体
的な高齢化が進んでいることがうかがえる。 

 

2-4-(2) 図 年齢階層別にみた農業就業人口の推移（販売農家） 

 
資料：農林業センサス 

 
 
 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17

百万円戸、ha 農家戸数（戸） 経営耕地面積（ha） 農業粗生産額(百万円）

0

100

200

300

400

500

600

1
5
～
1
9
歳

2
0
 ～
2
4

2
5
 ～
2
9

3
0
 ～
3
4

3
5
 ～
3
9

4
0
 ～
4
4

4
5
 ～
4
9

5
0
 ～
5
4

5
5
 ～
5
9

6
0
 ～
6
4

6
5
 ～
6
9

7
0
 ～
7
4

7
5
歳
以
上

人

H12年

H17年



60 
 

2-5観光集客の状況 
（１）文化施設の利用状況 
○各施設とも概ね横ばいで推移していたが、H18年以降、市立美術館の利用人数が大幅に
増加し、その他の施設も若干の増加傾向にある。 

 

2-5-(1) 図 文化施設の利用状況（各年度末） 

 
資料：佐倉市統計書 

（２）観光客入込状況 
○佐倉ふるさと広場、国立歴史民俗博物館、佐倉草ぶえの丘の３施設が上位を占めており、
次いで川村記念美術館、佐倉市立美術館の５つの施設が年間５万人以上の集客がある。

その他の施設は、概ね年間１万人から２万人ほどの間で微増減を繰り返している。 
○全体としての観光客数は、80万人台から 90万人程度に増加傾向にある。 
 

2-5-(2) 図 観光客入込状況（各年末） 

 
資料：産業振興課 
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3-1 地域に著しい迷惑（外部不経済）をもたらす土地利用 
（１）耕作放棄地の状況 
○耕作放棄地面積は、H17年に 272haとなっており、増加し続けている。 
○経営耕地総面積に占める耕作放棄地の割合は、H17年に 13.4％となっており、増加し続
けている。 

 
3-1-(1) 図 耕作放棄地の推移 

 
資料：農林業センサス 

（２）農地転用の状況 
○農地転用の状況を見ると、宅地への転用と資材置き場などへの転用が大半を占める。 
 
3-1-(2)図 農地転用の推移 

 
資料：佐倉市統計書 
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り、治安や景観の悪化、不動産価値の低下など周辺環境への多大な外部不経済をもたらし、結果として適正かつ合理的

な土地利用を阻害している事例 
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3-2 市街化区域周辺部の土地利用 
（１）市域全体の土地利用の状況 
○田、畑、山林、原野は減少傾向にある。 
○宅地、雑種地は、増加傾向にある。 
 

3-2-(1) 図 市域全体の土地利用の推移 

 
資料：千葉県統計年鑑 

 
（２）市街化調整区域の宅地開発等の状況 
○H20年度まで、市街化調整区域の開発許可件数の総数は増加傾向にあった。 
内訳を見ると、都市計画法第 34条 11号による許可の占める割合が高い。H21年度には
開発許可件数が減少に転じているが、これは平成 21年 3月 31日の条例改正による同条
項の廃止による影響が大きいものと考えられる。 

 
3-2-(2) 図 市街化調整区域の宅地開発等の推移 

 
資料：開発審査課資料
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3-3  戸建住宅団地の空洞化 
（１）年代別開発等の状況  
○S55年以前の開発等の地区数は全体の約 63％を占めている。そのうち、S45年以前の開
発地区数は約 23％となっている。 
○S55年以前の開発等の面積は全体の約 62％を占めている。そのうち、S45年以前の開発
面積は約 16％となっている。 
○5ha以上の開発等の面積の合計は、市街化区域全体の約 43％を占めている。 
 
3-3-(1) 図 年代別開発等の状況（5ha以上の開発行為等）(2008年/平成 20年現在) 

 
資料：都市計画基礎調査 

 
（２）空き家の状況 
○空き家数は、増加傾向にあり、H20年の 8,230戸は S63年の 2,380戸に比べ約 3.5倍と
なっている。 
○空家率のピークは、H10年で 11.5％。その後、若干減少している。 
 
3-3-(2) 図 空き家数及び空家率の推移 

 
資料：住宅・土地統計調査 
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でいないもの、賃貸や売却のために空いているもの、これら以外の人の住んでいないものを「空き家」としている。 
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4-1道路整備の状況 
（１）歩道整備の状況 
○市道全体における歩道整備率は約 50.4％で、H15年に比べ増加している。Ⅰ・Ⅱ級幹線
道路における歩道整備率は約 37.0％であり、内訳はⅠ級幹線道路が約 50.4％、Ⅱ級幹線
道路が約 13.0％である。（H20年現在） 

 
4-1-(1) 図 歩道整備の状況（歩道整備率） 

 
資料：H15年：佐倉市幹線道路整備方針 

H20年：道路管理課 

（２）道路舗装率の推移 
○国道及び県道の舗装率は 100％となっている。 
○市道の舗装率は H21年で 72.9％となっている。 
○都市計画道路の整備率は H21年で 55.6％となっている。 
 
4-1-(2) 図 道路整備の推移（舗装率） 

 
資料：佐倉市統計書 
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4-2公共交通の状況 
（１）鉄道乗客数の推移 
○駅別乗客数の過去 10年間の推移をみると、京成線及びユーカリが丘線のユーカリが丘駅
は概ね横ばいで推移しているが、その他の駅は減少傾向が続いている。 

 
4-2-(1) 図 駅別乗客数の推移 

 
資料：佐倉市統計書 

（２）定期路線バスの運行状況 
○定期路線バスの運行状況は、H14年、H15年に路線数、運行本数が増えたが、それ以降
は横ばいの状況にある。 
○定期路線バスの利用状況は、増減を繰り返しながら緩やかな減少傾向にあり、H21年の
利用者数（約 386万人／年）は、H10年から２割減少している。 

 

4-2-(2)図 定期路線バスの運行状況及び利用状況の推移 

 
資料：佐倉市統計書 
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（３）循環バスの運行状況 
○循環バスの乗車状況は H15年の運行開始以降、増加してきたが、H18年以降は乗車人数

47,000人前後で横ばいに推移している。 
 

4-2-(3) 図 循環バスの乗車状況の推移 

資料：佐倉市統計書 

4-2-(3) 図 循環バスの運行路線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：交通防災課 
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（１）市内の環境資源 
○佐倉市内の山林面積の推移を見ると、平成 10 年から平成 20 年の 10 年間で、山林面積
の１割が減少している。耕作放棄地の増加と合わせて、都市の環境資源が減少している

ことがうかがわれる。 
 
5-(1) 図 佐倉市内の山林面積 

 
資料：千葉県統計年鑑 

（２）印旛沼の水質改善 
○佐倉市を代表的する自然環境である印旛沼は、昭和 30年代の干拓の進行とともに水質汚
濁が進んできた。近年では改善が見られるものの、環境基準（COD：3.0mg/ℓ以下、全
窒素 0.4mg/ℓ以下、全リン：0.03mg/ℓ以下）とは大きな隔たりがあるのが実状である。 
○佐倉市では合併処理浄化槽の普及促進や、千葉県が定めた「第５期湖沼水質保全計画」
に基づく各種事業への取組みを通じて、印旛沼の水質改善に取り組んでいる。 

 
5-(2) 図 印旛沼の水資質の経年変化 

 
資料：平成 21年度佐倉市環境白書 
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（３）佐倉市から排出される温室効果ガスの状況 
○平成 17年（2005年）度に佐倉市から排出された温室効果ガス排出量を試算した結果、

110万トンＣＯ2である。平成 2年(1990年)度の 89万トンＣＯ2から、約 24％の増加と 
 なっている。 
○佐倉市から排出される温室効果ガスの 90％以上の割合を占める二酸化炭素について、排
出量は H２年度の 80万トンから、H17年度では 100万トンと約 25％増加している。 
○二酸化炭素の排出内訳を見ると、H2年度に約 50％を占めていた産業部門が 30％以下と
大きく減少し、逆に民生部門、運輸部門は大きく増加している。 

 

5-(3) 図 二酸化炭素の排出内訳の推移 

 
資料：佐倉市地球温暖化対策地域推進計画 
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6-1地震対策 
（１）地震災害の発生予測 
○佐倉市に震央が近く、マグニチュードが 6.0以上の地震は、昭和 62年 12月（M6.7）、
平成 12年 6月（M6.1）、平成 17年 7月（M6.0）に発生している。 
○地震調査研究推進本部の研究によれば、特に大きな被害をもたらした関東地震（M7.9
程度）の発生間隔は約 220年、元禄地震（M8.1程度）の発生間隔は約 2～300年とされ
ており、これらの大規模地震以外に千葉県全域を含めた南関東地域では、約 24年間隔で
M7程度の地震が発生するとされている。 

 
（２）建物耐震化の状況 
○市内の住宅数は約 60,000 戸で、このうち木造が約 44,000 戸、非木造が約 16,000 戸と
推測される。そのうち、昭和 55年以前のものは約 15,000戸、うち木造が約 13,000戸、
非木造が約 2,000戸である。（H15年住宅・土地統計調査） 
○平成 18 年度末現在における市内の特定建築物の棟数は、市有建築物が 109 棟、民間建
築物が 183棟、あわせて 292棟である。このうち昭和 56年以前の建築物は、市有建築
物が 44 棟、民間建築物が 29 棟、あわせて 73 棟である。特定建築物全体の耐震化率は
約 79％で、市有建築物が約 72％、民間建築物が約 84％である。 

○平成 18年度末現在における市有建築物の総棟数は、556棟であり、そのうち昭和 56年
以前のものは 213棟で、耐震化率は 68％である。 

 

6-1-(2) 表 耐震化の現状（平成 18年度末） 

区  分 総数 
うち昭和 

耐震化率 
56年以前 うち補強済等 

内

訳 

住宅（戸） 約 60,000 約 15,000 約 930 約７６％ 

特定建築物（棟） 

市有      109       44    13 ７２％ 

民間      183       29     0 ８４％ 

合計      292       73    13 ７９％ 

市有建築物（棟）      556      213    37 ６８％ 
※耐震化率とは、住宅全体、特定建築物全体に対して、新耐震基準によるもの、及び旧耐震基準で補強済のものなど、耐

震性があると考えられるものの割合を指しています。 
※民間特定建築物の補強済数については不明のため０としています。 
※市有建築物の棟数は、簡易な倉庫や部屋等の建物を除いています。 

資料：佐倉市耐震改修促進計画 

 
 
 
 

６：防災の状況 
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6-2風水害対策 
（１）風水害の発生状況 
○佐倉市における風水害は、主に台風の関東直撃による暴風雨や、発達した低気圧の接近

による集中的・局地的な豪雨によるものである。 
○印旛沼及び鹿島川、高崎川、手繰川等の河川による洪水被害は、治水事業の進展により

減少してきている。 
○近年は、都市化に伴う雨水浸透率の低下から、都市排水路等の排水処理能力超過による

内水氾濫による、道路冠水や家屋などへの浸水被害が増加している。 
 

6-2-(1)表 風水害の履歴 

 Ｈ３ Ｈ８ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 

異常気象

回数 

大雨１ 

台風３ 

 

台風１ 

大雨１ 

 

 

台風１ 

大雨１ 大雨１ 

台風１ 

 

台風１ 

大雨３ 大雨１ 

台風３ 

床上浸水 

（棟） 
３２ ８４ ３８ ０ ０ ２ ０ ５ ０ 

床下浸水 

（棟） 
２５１ ７４ ６１ ２２ ０ ６６ ０ ８ ０ 

道路冠水 

（箇所） 
３ ３７ ４１ ２８ １４ ６９ １ ３６ ７ 

水田冠水 

（ｈａ） 
328.5 ３０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

資料：佐倉市地域防災計画 

 
（２）土砂災害の発生状況 
○佐倉市は台地と低地の境界に斜面（段丘崖）が分布し、高低差が１５～３０m、傾斜が
３０度以上の所が多いため、過去に次表に示すような崖崩れが発生している。 
○市内の北部を中心に、１８箇所が急傾斜地崩落危険区域に指定され、急傾斜地崩落危険

個所として 188箇所、山腹崩落危険地区として 21箇所が抽出されている。 
 
6-2-(2)表 崖崩れ災害箇所数 

 Ｈ３ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ８ Ｈ１３ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 

崖崩れ 

箇所数 
１３２ ３ １ １８ １２ ３８ １ ３ ３ 

資料：佐倉市地域防災計画 

資料：県土整備部河川環境課河川海岸管理室ＨＰ 
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（１）公共交通体系の変化 
○平成１７年度のつくばエクスプレス、平成２２年７月の成田スカイアクセスの開業など
により、沿線開発に影響があるものと予測される。人口減少社会が進展する中で、新線

沿線の開発圧力が高まることで、京成本線沿線から開発需要が移ることが懸念される。 
○平成２２年５月の国土交通省成長戦略会議最終報告により、羽田空港の国際線枠拡大が

提言された。千葉県等では、従来の方針を踏まえ慎重に対応するよう申し入れをしてい

るが、将来的な成田空港の航空需要について動向を注視する必要がある。 

 
資料：平成 21年度国土交通白書 

（２）商圏構成の変化 
○買物動向調査（５年毎実施）によれば、平成 13年調査では単独商圏都市であった八千代
市が、平成 18年調査では佐倉市の商圏を一部取り込み、準商業中心都市となった。 
○H13年調査では 0.9％だった、八千代市の佐倉市からの吸引状況が、H18年調査では 11.4％
に上昇している。これは、H14年のフルルガーデン八千代、H17年のイオン八千代緑が丘
等の大型店舗の開店の影響であるものと考えられる。 
○大型ショッピングセンターに車で行く際の許容移動時間について、佐倉市民は印旛ブロ

ックの平均よりも長時間の移動を許容する傾向にあり、この点からも間接的に、購買力

の市外流出がうかがえる。 

７：広域の状況 
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◆住宅団地別人口動態                2001(H13)～2010(H22) 

 

 

 
 

地区面積 人口増減 世帯増減 少子化動向 高齢化動向
(ha) haあたり/人 haあたり/世帯 幼年人口比の差 老年人口比の差

増加 増加 増加 増加

6 鏑木第二土地区画整理事業 7.3 15 4 4.8 2.4

10 臼井駅南土地区画整理事業 58.6 0 3 1.0 10.6

13 臼井北部土地区画整理事業 26.7 13 9 1.8 8.8

18 第２ユ－カリが丘ニュ－タウン 14.9 130 54 0.8 7.6

25 国鉄佐倉駅前土地区画整理事業 20.7 21 12 4.9 2.8

増加 増加 減少 増加

4 京成佐倉駅北側土地区画整理事業 18.7 3 3 ▲ 1.0 8.1

17 南志津特定土地区画整理事業 66.7 2 8 ▲ 4.6 8.4

20 国鉄佐倉駅南土地区画整理事業 30.0 0 2 ▲ 3.9 5.3

26 六崎土地区画整理事業 7.4 9 6 ▲ 1.8 0.8

27 飯重団地 110.1 7 4 ▲ 7.7 6.4

減少 増加 増加 増加

7 八幡台団地 26.9 ▲ 14 1 0.6 19.1

12 ニッコ－団地 6.5 ▲ 14 5 0.7 22.3

減少 増加 減少 増加

1 鏑木第一土地区画整理事業 11.3 ▲ 4 3 ▲ 4.7 11.6

3 宮前ロ－ズタウン 24.5 ▲ 10 0 ▲ 1.6 15.6

5 白銀団地 52.7 ▲ 9 1 ▲ 9.0 7.9

8 新臼井田団地 16.7 ▲ 10 2 ▲ 1.2 15.0

9 江原台土地区画整理事業 45.6 ▲ 5 2 ▲ 0.4 10.3

11 臼井生谷土地区画整理事業 63.5 ▲ 13 1 ▲ 2.9 10.6

14 イト－ピア団地 5.4 ▲ 14 1 ▲ 1.2 16.0

15 中志津団地 70.1 ▲ 10 3 ▲ 0.7 15.3

16 ユ－カリが丘ニュ－タウン 150.1 ▲ 3 3 ▲ 1.3 10.3

19 藤治台団地 15.5 ▲ 13 1 ▲ 7.8 10.9

21 間の内土地区画整理事業 11.5 ▲ 4 6 ▲ 7.1 3.6

22 大崎台団地 32.4 ▲ 0 3 ▲ 3.7 4.9

23 山王ニュ－タウン 65.9 ▲ 2 3 ▲ 6.2 8.4

24 石川土地区画整理事業 12.7 ▲ 3 5 ▲ 10.1 5.7

減少 減少 減少 増加

2 千成団地 23.9 ▲ 19 ▲ 1 ▲ 2.3 17.2

地区名№
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◆凡例 表の見方 

 各団地の人口、世帯数に関するデータを、団地ごとに１枚の表にまとめました。 
 表のそれぞれの箇所の記載事項及び見方は、次のとおりです。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地区番号 23 地区名  山王ニュ－タウン 面積 65.9ha
町丁名  山王 1丁目、2 丁目 施行開始年月 S.56.12 
総人口 3,727人 世帯数 1,146世帯 幼年人口 570人 幼年人口比 15.3％
生産人口 2,854人 生産人口比 76.6％ 老年人口 303人 老年人口比 8.1％
総人口 3,579人 世帯数 1,311世帯 幼年人口 325人 幼年人口比 9.1％
生産人口 2,662人 生産人口比 74.4％ 老年人口 592人 老年人口比 16.5％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 0～4人／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 5.1％～10.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％未満 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13)／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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①団地の基礎データ 
（名称、面積、町丁名、施行開始年月日） 

① 

②人口動態データ 
各団地の人口、世帯、年齢構成
比に関するデータ 
上段２行が 2001(H13)データ 
下段２行が 2010(H22)データ 

③人口動態バー 
各団地の「人口増減」「世帯増減」「少子化動向」「高齢化動向」に関するデータを、以下の区分に
より図化した。バーが黒塗り（右側）に近づくほど、団地の活力維持の必要性が高まるものと考え
られる。 

④人口動態に関するグラフ 
2001（H13）年と 2010(H22)年の人口データについて、年齢別人口の推移及び、年齢３区分別の人口
比率・世帯数の変化状況についてグラフ化した。 

2010(H22)年データ 

2001(H13)年データ 
② 

③ 

④ 

      

人 口 増 減 増 加 ０～４人/ha減 ５～９人/ha減 10人/ha以上減  

世 帯 増 減 10世帯/ha以上増 ５～９世帯/ha 増 ０～４世帯/ha 増 世帯減少  

少子化動向 人口比 20％超 15.1％～20％ 10.1～15％ 10％以下  

高齢化動向 人口比10％以下 10.1～15％ 15.1～20％ 20.1～25％ 25％超 
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地区番号 1 地区名  鏑木第一土地区画整理事業 面積 11.3ha
町丁名  鏑木町 1丁目、2 丁目 施行開始年月 S.44.4 
総人口 824人 世帯数 352世帯 幼年人口 127人 幼年人口比 15.4％
生産人口 589人 生産人口比 71.5％ 老年人口 108人 老年人口比 13.1％
総人口 781人 世帯数 388世帯 幼年人口 84人 幼年人口比 10.8％
生産人口 504人 生産人口比 64.5％ 老年人口 193人 老年人口比 24.7％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 0～4人／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 20.1％～25.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13)／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 2 地区名  千成団地 面積 23.9ha
町丁名  千成 1 丁目～3丁目 施行開始年月 S.41.3 
総人口 3,155人 世帯数 1092世帯 幼年人口 351人 幼年人口比 11.1％
生産人口 2,362人 生産人口比 74.9％ 老年人口 442人 老年人口比 14.0％
総人口 2,691人 世帯数 1066世帯 幼年人口 238人 幼年人口比 8.8％
生産人口 1,612人 生産人口比 59.9％ 老年人口 841人 老年人口比 31.3％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 10人以上／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 減少 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 10.0％以下 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 25.1％以上 

  

年齢別人口の推移 2001(H13)／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 3 地区名  宮前ロ－ズタウン 面積 24.5ha
町丁名  宮前 1 丁目、2 丁目 施行開始年月 S.51.10 
総人口 1,823人 世帯数 614世帯 幼年人口 153人 幼年人口比 8.4％
生産人口 1,406人 生産人口比 77.1％ 老年人口 264人 老年人口比 14.5％
総人口 1,571人 世帯数 625世帯 幼年人口 106人 幼年人口比 6.7％
生産人口 993人 生産人口比 63.2％ 老年人口 472人 老年人口比 30.0％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 10人以上／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.0％以下 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 25.1％以上 

  

年齢別人口の推移 2001(H13)／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 4 地区名  京成佐倉駅北側土地区画整理事業 面積 18.7ha
町丁名  宮前 3 丁目 施行開始年月 S.37.2 
総人口 1,156人 世帯数 571世帯 幼年人口 94人 幼年人口比 8.1％
生産人口 890人 生産人口比 77.0％ 老年人口 172人 老年人口比 14.9％
総人口 1,204人 世帯数 622世帯 幼年人口 86人 幼年人口比 7.1％
生産人口 841人 生産人口比 69.9％ 老年人口 277人 老年人口比 23. 0％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 増加 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.0％以下 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 20.1％～25.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 5 地区名  白銀団地 面積 52.83ha
町丁名  白銀 1 丁目～4丁目 施行開始年月 S.61.6 
総人口 4,280人 世帯数 1,261世帯 幼年人口 817人 幼年人口比 19.1％
生産人口 3,147人 生産人口比 73.5％ 老年人口 316人 老年人口比 7.4％
総人口 3,821人 世帯数 1,316世帯 幼年人口 384人 幼年人口比 10.0％
生産人口 2,854人 生産人口比 74.7％ 老年人口 583人 老年人口比 15.3％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 5～9人／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 10.0％以下 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 6 地区名  鏑木第二土地区画整理事業 面積 7.3ha
町丁名  鏑木仲田町 施行開始年月 H.4.3 
総人口 212人 世帯数 119世帯 幼年人口 29人 幼年人口比 13.7％
生産人口 173人 生産人口比 81.6％ 老年人口 10人 老年人口比 4.7％
総人口 324人 世帯数 149世帯 幼年人口 60人 幼年人口比 18.5％
生産人口 241人 生産人口比 74.4％ 老年人口 23人 老年人口比 7.1％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 増加 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.0％以下 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 7 地区名  八幡台団地 面積 26.9ha
町丁名  八幡台 1丁目～3丁目 施行開始年月 S.45.7 
総人口 2,639人 世帯数 857世帯 幼年人口 202人 幼年人口比 7.7％
生産人口 2,134人 生産人口比 80.9％ 老年人口 303人 老年人口比 11.5％
総人口 2,264人 世帯数 888世帯 幼年人口 187人 幼年人口比 8.3％
生産人口 1,384人 生産人口比 61.1％ 老年人口 693人 老年人口比 30.6％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 10人以上／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.0％以下 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 25.1％以上 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 8 地区名  新臼井田団地 面積 16.7ha
町丁名  新臼井田 施行開始年月 S.41.3 
総人口 1,825人 世帯数 679世帯 幼年人口 184人 幼年人口比 10.1％
生産人口 1,326人 生産人口比 72.7％ 老年人口 315人 老年人口比 17.3％
総人口 1,666人 世帯数 707世帯 幼年人口 148人 幼年人口比 8.9％
生産人口 980人 生産人口比 58.8％ 老年人口 538人 老年人口比 32.3％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 10～15人／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 10.0％以下 

  

高齢化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 25.1％以上 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   

  

0

50

100

150

200

250

0～
4

5～
9

10
～

14

15
～

19

20
～

24

25
～

29

30
～

34

35
～

39

40
～

44

45
～

49

50
～

54

55
～

59

60
～

64

65
～

69

70
～

74

75
～

79

80
～

84

85
～

2001

2010

665

670

675

680

685

690

695

700

705

710

0
200
400

600
800

1000

1200
1400
1600

1800
2000

2001
(H13)

2002
(H14)

2003
(H15)

2004
(H16)

2005
(H17)

2006
(H18)

2007
(H19)

2008
(H20)

2009
(H21)

2010
(H22)

世帯人
老年人口 生産人口 幼年人口 世帯数



82 
 

地区番号 9 地区名  江原台土地区画整理事業 面積 45.6ha
町丁名  江原台 1丁目、2 丁目 施行開始年月 S.49.12 
総人口 3,947人 世帯数 1,432世帯 幼年人口 537人 幼年人口比 13.6％
生産人口 3,024人 生産人口比 76.6％ 老年人口 386人 老年人口比 9.8％
総人口 3,723人 世帯数 1,543世帯 幼年人口 490人 幼年人口比 13.2％
生産人口 2,487人 生産人口比 66.8％ 老年人口 746人 老年人口比 20.0％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 5～9人／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 10 地区名  臼井駅南土地区画整理事業 面積 58.6ha
町丁名  王子台 1丁目、3 丁目、5 丁目 施行開始年月 S.48.1 
総人口 4,449人 世帯数 1,730世帯 幼年人口 535人 幼年人口比 12.0％
生産人口 3,387人 生産人口比 76.1％ 老年人口 527人 老年人口比 11.8％
総人口 4,451人 世帯数 1,926世帯 幼年人口 580人 幼年人口比 13.0％
生産人口 2,870人 生産人口比 64.5％ 老年人口 1001人 老年人口比 22.5％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 増加 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 20.1％～25.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 11 地区名  臼井生谷土地区画整理事業 面積 63.5ha
町丁名  王子台 2丁目、4 丁目、6 丁目 施行開始年月 S.49.12 
総人口 6,219人 世帯数 2,060世帯 幼年人口 790人 幼年人口比 12.7％
生産人口 4,857人 生産人口比 78.1％ 老年人口 572人 老年人口比 9.2％
総人口 5,395人 世帯数 2,121世帯 幼年人口 531人 幼年人口比 9.8％
生産人口 3,794人 生産人口比 70.3％ 老年人口 1070人 老年人口比 19.8％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 10人以上／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 10.0％以下 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 12 地区名  ニッコ－団地 面積 6.5ha
町丁名  南臼井台 施行開始年月 S.44.8 
総人口 1,226人 世帯数 432世帯 幼年人口 121人 幼年人口比 9.9％
生産人口 938人 生産人口比 76.5％ 老年人口 167人 老年人口比 13.6％
総人口 1,132人 世帯数 463世帯 幼年人口 120人 幼年人口比 10.6％
生産人口 605人 生産人口比 53.4％ 老年人口 407人 老年人口比 36.0％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 10人以上／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 5～9世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 25.1％以上 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 13 地区名  臼井北部土地区画整理事業 面積 26.7ha
町丁名  稲荷台 1丁目～3丁目 施行開始年月 S.48.6 
総人口 2,499人 世帯数 981世帯 幼年人口 310人 幼年人口比 12.4％
生産人口 1,941人 生産人口比 77.7％ 老年人口 248人 老年人口比 9.9％
総人口 2,851人 世帯数 1,227世帯 幼年人口 406人 幼年人口比 14.2％
生産人口 1,912人 生産人口比 67.1％ 老年人口 533人 老年人口比 18.7％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 増加 2001(H13)～2010(H22) 5～9世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 14 地区名  イト－ピア団地 面積 5.4ha
町丁名  稲荷台 4丁目 施行開始年月 S.45.7 
総人口 598人 世帯数 205世帯 幼年人口 62人 幼年人口比 10.4％
生産人口 419人 生産人口比 70.1％ 老年人口 117人 老年人口比 19.6％
総人口 523人 世帯数 209世帯 幼年人口 48人 幼年人口比 9.2％
生産人口 289人 生産人口比 55.3％ 老年人口 186人 老年人口比 35.6％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 10人以上／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 10.0％以下 

  

高齢化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 25.1％以上 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 15 地区名  中志津団地 面積 70.1ha
町丁名  中志津 1丁目～7丁目 施行開始年月 S.40.9 
総人口 10,557人 世帯数 3,730世帯 幼年人口 1,224人 幼年人口比 11.6％
生産人口 7,619人 生産人口比 72.2％ 老年人口 1,714人 老年人口比 16.2％
総人口 9,882人 世帯数 3,908世帯 幼年人口 1,076人 幼年人口比 10.9％
生産人口 5,694人 生産人口比 57.6％ 老年人口 3,112人 老年人口比 31.5％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 10人以上／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 25.1％以上 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 16 地区名  ユ－カリが丘ニュ－タウン 面積 150.1ha
町丁名  ユーカリが丘 1丁目～7丁目、宮ノ台 1丁目～5丁目 施行開始年月 S.52.7 
総人口 13,383人 世帯数 4,403世帯 幼年人口 1,743人 幼年人口比 13.0％
生産人口 10,433人 生産人口比 78.0％ 老年人口 1,207人 老年人口比 9.0％
総人口 12,969人 世帯数 4,860世帯 幼年人口 1,522人 幼年人口比 11.7％
生産人口 8,942人 生産人口比 68.9％ 老年人口 2,505人 老年人口比 19.3％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 0～4人／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 17 地区名  南志津特定土地区画整理事業 面積 66.7ha
町丁名  西志津 1丁目～8丁目 施行開始年月 S.57.7 
総人口 11,777人 世帯数 4,175世帯 幼年人口 2,219人 幼年人口比 18.8％
生産人口 8,448人 生産人口比 71.7％ 老年人口 1,110人 老年人口比 9.4％
総人口 11,909人 世帯数 4,683世帯 幼年人口 1,701人 幼年人口比 14.3％
生産人口 8,087人 生産人口比 67.9％ 老年人口 2,121人 老年人口比 17.8％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 増加 2001(H13)～2010(H22) 5～9世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 18 地区名  第２ユ－カリが丘ニュ－タウン 面積 14.9ha
町丁名  南ユーカリが丘 施行開始年月 S.62.1 
総人口 533人 世帯数 193世帯 幼年人口 98人 幼年人口比 18.4％
生産人口 399人 生産人口比 74.9％ 老年人口 36人 老年人口比 6.8％
総人口 2,476人 世帯数 997世帯 幼年人口 474人 幼年人口比 19.1％
生産人口 1,647人 生産人口比 66.5％ 老年人口 355人 老年人口比 14.3％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 増加 2001(H13)～2010(H22) 10世帯以上／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 19 地区名  藤治台団地 面積 15.5ha
町丁名  藤治台 施行開始年月 S.58.12 
総人口 1,346人 世帯数 416世帯 幼年人口 187人 幼年人口比 13.9％
生産人口 1,040人 生産人口比 77.3％ 老年人口 119人 老年人口比 8.8％
総人口 1,145人 世帯数 433世帯 幼年人口 70人 幼年人口比 6.1％
生産人口 849人 生産人口比 74.1％ 老年人口 226人 老年人口比 19.7％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 10人以上／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 10.0％以下 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 20 地区名  国鉄佐倉駅南土地区画整理事業 面積 30.0ha
町丁名  大崎台 1丁目、3 丁目 施行開始年月 S.55.10 
総人口 1,534人 世帯数 662世帯 幼年人口 285人 幼年人口比 18.6％
生産人口 1,173人 生産人口比 76.5％ 老年人口 76人 老年人口比 5.0％
総人口 1,545人 世帯数 713世帯 幼年人口 227人 幼年人口比 14.7％
生産人口 1,159人 生産人口比 75.0％ 老年人口 159人 老年人口比 10.3％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 増加 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 21 地区名  間の内土地区画整理事業 面積 11.5ha
町丁名  大崎台 2丁目 施行開始年月 S.56.7 
総人口 1,163人 世帯数 396世帯 幼年人口 222人 幼年人口比 19.1％
生産人口 854人 生産人口比 73.4％ 老年人口 87人 老年人口比 7.5％
総人口 1,122人 世帯数 462世帯 幼年人口 135人 幼年人口比 12.0％
生産人口 863人 生産人口比 76.9％ 老年人口 124人 老年人口比 11.1％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 0～4人／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 5～9世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 22 地区名  大崎台団地 面積 32.4ha
町丁名  大崎台 4丁目、5 丁目 施行開始年月 S.56.12 
総人口 2,603人 世帯数 797世帯 幼年人口 441人 幼年人口比 16.9％
生産人口 1,983人 生産人口比 76.2％ 老年人口 179人 老年人口比 6.9％
総人口 2,592人 世帯数 889世帯 幼年人口 344人 幼年人口比 13.3％
生産人口 1,942人 生産人口比 74.9％ 老年人口 306人 老年人口比 11.8％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 0～4人／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   

  

0

50

100

150

200

250

300

350

0～
4

5～
9

10
～

14

15
～

19

20
～

24

25
～

29

30
～

34

35
～

39

40
～

44

45
～

49

50
～

54

55
～

59

60
～

64

65
～

69

70
～

74

75
～

79

80
～

84

85
～

2001

2010

740

760

780

800

820

840

860

880

900

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

2001
(H13)

2002
(H14)

2003
(H15)

2004
(H16)

2005
(H17)

2006
(H18)

2007
(H19)

2008
(H20)

2009
(H21)

2010
(H22)

世帯人
老年人口 生産人口 幼年人口 世帯数



96 
 

地区番号 23 地区名  山王ニュ－タウン 面積 65.9ha
町丁名  山王 1 丁目、2 丁目 施行開始年月 S.56.12 
総人口 3,727人 世帯数 1,146世帯 幼年人口 570人 幼年人口比 15.3％
生産人口 2,854人 生産人口比 76.6％ 老年人口 303人 老年人口比 8.1％
総人口 3,579人 世帯数 1,311世帯 幼年人口 325人 幼年人口比 9.1％
生産人口 2,662人 生産人口比 74.4％ 老年人口 592人 老年人口比 16.5％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 0～4人／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 10.0％以下 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13)／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 24 地区名  石川土地区画整理事業 面積 12.7ha
町丁名  春路 1 丁目、2 丁目 施行開始年月 S.59.3 
総人口 1,428人 世帯数 431世帯 幼年人口 317人 幼年人口比 22.2％
生産人口 1,034人 生産人口比 72.4％ 老年人口 77人 老年人口比 5.4％
総人口 1,392人 世帯数 496世帯 幼年人口 168人 幼年人口比 12.1％
生産人口 1,069人 生産人口比 76.8％ 老年人口 155人 老年人口比 11.1％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 0～4人／ha減少 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 20.1％以上 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 25 地区名  国鉄佐倉駅前土地区画整理事業 面積 20.7ha
町丁名  表町 1 丁目～3丁目 施行開始年月 S.46.2 
総人口 1,502人 世帯数 679世帯 幼年人口 133人 幼年人口比 8.9％
生産人口 1,134人 生産人口比 75.5％ 老年人口 235人 老年人口比 15.6％
総人口 1,942人 世帯数 937世帯 幼年人口 267人 幼年人口比 13.7％
生産人口 1,316人 生産人口比 67.8％ 老年人口 359人 老年人口比 18.5％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 増加 2001(H13)～2010(H22) 10世帯以上／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 15.1％～20.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 26 地区名  六崎土地区画整理事業 面積 7.4ha
町丁名  表町 4 丁目 施行開始年月 S.58.11 
総人口 373人 世帯数 174世帯 幼年人口 57人 幼年人口比 15.3％
生産人口 274人 生産人口比 73.5％ 老年人口 42人 老年人口比 11.3％
総人口 438人 世帯数 218世帯 幼年人口 59人 幼年人口比 13.5％
生産人口 326人 生産人口比 74.4％ 老年人口 53人 老年人口比 12.1％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 増加 2001(H13)～2010(H22) 5～9世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 15.1％～20.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.1％～15.0％ 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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地区番号 27 地区名  飯重団地 面積 110.1ha
町丁名  染井野 1丁目～7丁目 施行開始年月 S.62.11 
総人口 6,333人 世帯数 1,870世帯 幼年人口 1,403人 幼年人口比 22.2％
生産人口 4,474人 生産人口比 70.6％ 老年人口 456人 老年人口比 7.2％
総人口 7,064人 世帯数 2,355世帯 幼年人口 1,022人 幼年人口比 14.5％
生産人口 5,078人 生産人口比 71.9％ 老年人口 964人 老年人口比 13.6％

人口増減  世帯増減  

2001(H13)～2010(H22) 増加 2001(H13)～2010(H22) 0～4世帯／ha増加 

  

少子化動向    

2001(H13) 20.1％以上 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

高齢化動向    

2001(H13) 10.0％以下 2010(H22) 10.1％～15.0％ 

  

年齢別人口の推移 2001(H13) ／2010(H22)   

 

人口・世帯数の推移 2001(H13)～2010(H22)   
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■上位計画・関連計画について 
佐倉都市計画 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 
（都市計画区域マスタープラン） 

対象地域：佐倉市、酒々井町 
策定主体：千葉県 
目標年次：平成２７年 

本区域の基本理念 

① 良好な宅地提供地として 

本区域は、住宅地に適した地形を持ち、上下水道、道路等の生活基盤施設が整備され、更に東京へ

の通勤可能圏にあることからも良質な住環境の期待される住宅地として位置づけられる。 

② 周辺の大規模プロジェクトの機能分担として 

本区域周辺には、首都圏の重要な機能を担う首都圏中央連絡自動車道の整備や成田国際空港都市構

想などのプロジェクトが具体化されつつあるが、本区域と周辺プロジェクトを含む広域的な生活圏の

中で多様な都市的機能を実現し、相互に利用し合う形で、圏域全体として魅力のある都市圏を構成し

ていく必要がある。 

③ 近郊レクリエーション地区かつ残された緑地帯として 

本区域が含まれる都心から３０～５０ｋｍ圏は、首都圏の身近で貴重なレクリエーション地区とし

て親しまれている。 

また、既成市街地の外延部の緑地帯として機能しており、首都圏のグリーンベルトとして位置づけ

られる地帯である。 

④ 歴史と文化のまちとして 

本区域は、江戸時代より医学所及び西洋式砲術学校の設置や蘭学の奨励、種痘の実施等、文化の先

進性を誇る歴史があり、新開発地や新興の住宅都市では得ることのできない歴史や伝統、それから作

られる風土や文化といったものを持っている。 

◆人口フレーム（佐倉市と酒々井町の都市計画区域内） 

平成 27年：202,000人（佐倉市：180,000人 酒々井町：22,000人） 
平成 37年：223,000人（佐倉市：202,000人 酒々井町：21,000人） 
 

第４次佐倉市総合計画 対象地域：佐倉市 
策定主体：佐倉市 
目標年次：平成３２年 

◆目的 

佐倉市のあるべき姿を「歴史・自然・文化のまち～「佐倉」への思いをかたちに～」と定め、平成

32年までのまちづくりの基本的方向を示したもの。この将来像「歴史・自然・文化のまち～「佐倉」
への思いをかたちに～」の実現を目指すとともに、基本的な施策等の方向性を示すもの。 

◆目標年度：平成 32年度（西暦 2020年度） 
◆めざすまちの姿（将来都市像） 

『歴史・自然・文化のまち～「佐倉」への思いをかたちに～』 

佐倉を大切にしていきたいという気持ち、佐倉に住み続けたいという愛着、佐倉を更にすばらしいま

ちにしていきたいという意欲など、市民一人ひとりの「佐倉への思い」が必要になります。この「佐倉

への思い」を一つひとつ「かたち」にかえていくことが、すべての人に優しいまちづくりにつながると

ともに、人々の共感を得ることで、まちの求心力を高めることとなり、市全体の活力を創出するまちづ

くりにつながります 
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◆まちづくりの基本方針 

１．「思いやりと希望にみちたまちづくり」～保健・福祉の充実、子育て・子育ち環境の充実～ 

・市民の健康づくりを支える取り組み 

・安心して子どもを産み育て、子育てしやすい取り組み 

・誰もが社会の一員としていきいきと暮らせる取り組み 

２．「快適で、安全、安心なまちづくり」～自然環境の保全、安全に配慮した生活環境の確立～ 

・自然環境の保全 

・暮らしやすい生活環境の充実 

・消防・救急体制など災害に備えた体制整備の充実 

・安全・安心に生活できるしくみづくり 

３．「心豊かな人づくり、まちづくり」～教育の充実、スポーツ活動の推進～ 

・地域から信頼され地域に支えられる学校づくり 

・家庭・地域とともに育む青少年の健全育成 

・生涯学習による地域活動の推進 

・佐倉学の推進 

・教育施設の整備及び適切な維持管理 

・年齢や目的に応じたスポーツ活動の推進 

４．「明日へつながるまちづくり」～産業経済の活性化、文化・芸術・観光の充実～ 

・活気のある産業の推進 

・豊かな「農」の振興 

・多様で特色ある豊かな文化を継承する取り組み 

・「佐倉らしさ」（歴史、自然、文化）を活かした魅力的な観光の推進 

５．「住環境が整備された住みやすいまちづくり」～都市基盤整備の充実～ 

・個性を活かした魅力と活気にあふれるまちづくりの推進 

・誰もが安心して快適に住み続けられるまちづくりの推進 

・花とみどりのまちづくりの推進 

・交通体系の構築の推進 

６．「ともに生き、支え合うまちづくり」～市民とともに地域の絆をそだてる行政運営～ 

・市民協働・市民公益活動の推進 

・人権尊重・男女平等参画社会の推進 

・健全で質の高い行政運営の推進 

・情報提供・発信の推進 

・国際・平和の推進 

 

佐倉市環境基本計画 策定年度：平成９年度 
策定主体：佐倉市 
目標年次：平成３０年 

◆計画の目的 

本計画は、佐倉市環境基本条例（平成 9年 4月施行）に基づく計画としての「環境の保全及び創造

に関する施策を長期的かつ総合的な視野に立って推進する」ために策定した。 
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◆計画の内容 

①佐倉市が将来に向けて目指すべき環境像を示す。 

②目指すべき環境像を実現するための取り組みの在り方を示す。 

③環境づくりにおける佐倉市の位置づけを再認識するとともに、行政として環境づくりに対するスタ

ンスを明確化する。 

④市民、事業者、行政等の環境づくりに係わる各主体の役割を明確化する。 

⑤佐倉市が有する環境上の特性、更には地域毎の特性を生かした環境づくりに配慮する。 

⑥年齢、性別、職業などの多様な視点から見た環境との関わりや環境に求めるものなどに配慮する。 

⑦市政・施策の決定過程・判断根拠の明確化・透明性（市民に開かれた施策）を図る。 

⑧社会背景や街づくり・環境づくりの動向の変化など、必要に応じて適宜修正が可能な柔軟な計画手

法、仕組みに配慮する。 

⑨市民の個人的活動に根ざした取り組みをくみあげる。 

◆基本方針 

印旛沼をめぐる私たちの暮らしを理解し、水と緑とのつきあい方をみんなで考えるまち。 

◆佐倉市の環境像 

①田園の魅力と都市の魅力が調和したまち  

②自然を守り育てるまち 

③環境への影響を自覚して暮らすまち 

④歴史と文化を知り、伝え、創り出すまち 

⑤人が活き、暮らしを楽しむまち 

⑥環境づくりをみんなですすめるまち 

 

佐倉市緑の基本計画（案）  
策定主体：佐倉市 
 

◆計画の目的 

本計画は、佐倉市における緑の確保、公園・緑地の整備等に対応するため、長期的視野にたって将

来確保すべき緑地の目標量を定め、緑地のもつ種々の機能をふまえつつ、系統的な緑地の配置計画を

策定し、実現のための施策の方針を立案する。また公共公益施設及び民有地の緑化に関する方針、都

市緑化に関する民間の参加・協力等の促進に関する方針を定めることにより、総合的な都市緑化を計

画的かつ効果的に促進させることを目的とする。 

◆計画の位置づけ 

都市緑地保全法第 2条の 2で位置づけられている。必要事項は整備、開発又は保全の方針による。 

また佐倉市総合計画第 2 次基本構想に示された緑の保全や緑化推進に関する内容を具体化する計

画部門でもある。 

◆策定項目 

・緑地の保全及び緑化の目標 

・緑地の配置方針 

・緑地の保全及び緑化の推進のための施策 

・緑地保全地区内の緑地の保全に関する事項 

・緑地推進重点地区における緑化の推進に関する事項 
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佐倉市都市景観形成基本計画 策定年度：平成１０年度 
策定主体：佐倉市 
 

◆佐倉市の都市景観テーマ 

佐倉市固有の景観要素を活用し、都市のイメージアップへとつなげる景観づくりを進めていくこと

が望まれる。そして良好で個性ある佐倉市の都市景観づくりへ向け、新しい工夫を重ねていくととも

に、市民と行政が協力しながら取り組んでいこうという姿勢が大切である。 

そこで、そうした動きへつなげていくために、佐倉市固有の景観要素である印旛沼や斜面緑地によ

る自然、佐倉城址や武家屋敷による歴史、染井野や駅周辺などの産業とくらし、そして、変化に富ん

だ景観をつなぐ都市施設による景観資源を活用し、景観構造及び景観課題を踏まえながら、佐倉市の

目標とする都市景観形成のテーマ、基本理念を次のように設定する。 

 

個性ある水と緑と伝統が生き生きと息づく景観づくり 

・雄大な水辺と豊かな緑を育て、つくる 

・身近にふれあえる愛着のある歴史を守り、伝える 

・にぎわいとゆとりのある魅力的なまちなみをつくる 

・地域の個性をつなぎ、変化のある景観をつくる 
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■都市マスタープラン検討経緯 
 策定懇話会 見直し研究会 策定地区別懇話会 

平成 

21年 

８月 

 ８月１８日（火） 

第１回研究会 

・見直し方針 

・スケジュール 

・達成度評価 

 

10月 

 １０月２１日（水） 

第２回研究会 

・達成度評価 

・骨子案 

 

11月 

 １１月１０日（火） 

第３回研究会 

・達成度評価 

・骨子案 

 

12月 

１２月２５日（木） 

第１回策定懇話会 

・会議の運営 

・見直し方針 

・スケジュール 

・達成度評価のまとめ 

・佐倉市の現状と課題 

  

平成 

22年 

２月 

２月１９日（金） 

第２回策定懇話会 

・見直しの方向性 

  

４月 

４月１９日（月） 

第３回策定懇話会 

・都市づくりの基本的な戦略 

・見直しのテーマ 

・スケジュール 

  

６月 

  ６月２７日（日） 

第４回策定地区別懇話会 

和田・弥富地区 

７月 

  ７月１１日（日） 

第５回策定地区別懇話会 

志津地区 

７月２５日（日） 

第６回策定地区別懇話会 

臼井・千代田地区 
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 策定懇話会 見直し研究会 策定地区別懇話会 

８月 

  ８月１日（日） 

第７回策定地区別懇話会 

佐倉・根郷地区 

10月 

１０月１８日（月） 

第８回策定懇話会 

・策定地区別懇話会結果報告 

・素案づくりの進め方 

  

11月 

１１月１日（月） 

第９回策定懇話会 

・テーマ別検討（１・２） 

１１月１９日（金） 

第１０回策定懇話会 

・テーマ別検討（２・５） 

  

12月 

１２月１３日（月） 

第１１回策定懇話会 

・テーマ別検討（３・４） 

１２月２７日（月） 

第１２回策定懇話会 

・テーマ別検討のまとめ 

  

平成 

23年 

１月 

１月１２日（水） 

第１３回策定懇話会 

・素案の検討 

１月２６日（水） 

第１４回策定懇話会 

・素案の検討 
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策定地区別懇話会の実施経緯 
 

対 象 日 時 場 所 参加者  

和田・弥富地区 平成 22年 
6月 27日（日） 
13:30～17:00 

和田公民館・

会議室 

一般：１３名 

委員： ９名 

開会のあいさつと取組の説明 

第１部： 

地域の良いところ・悪いとこ

ろを考える 

第２部： 

まちづくりの将来像や取組を

考える 

第３部： 

協働のまちづくりのすがたを

考える 

閉会のあいさつ 

志津地区 平成 22年 
7月 11日（日） 
13:30～17:00 

志津コミュニ

ティセンタ

ー・大会議室 

一般：１７名 

委員： ７名 

臼井・千代田地区 平成 22年 
7月 25日（日） 
13:30～17:30 

臼井公民館・

集会室 

一般：２３名 

委員： ５名 

佐倉・根郷地区 平成 22年 
8月 1日（日） 
13:00～17:30 

市役所社会福

祉センター・

大会議室 

一般：２２名 

委員： ７名 

計 
  一般：７５名 

委員：２８名 

 

 
  



110 
 

■計画の策定体制 
 
佐倉市都市マスタープラン策定懇話会委員名簿 

順不同・敬称略 

区 分  役職・所属 氏 名 

専門委員 ◎ 東京大学大学院工学系研究科准教授 小泉 秀樹 
〃  千葉大学大学院園芸学研究科准教授 秋田 典子 

〃 
 千葉県県土整備部都市計画課長 
（平成 22年 4月 1日～） 

石井 康晴 
早川 徹 

〃  社団法人千葉県建築士会専務理事 小野寺 登 
〃  佐倉商工会議所事務局長 高橋 義和 
〃  人と自然をつなぐ仲間佐倉代表 神 伴之 
〃  ちばグリーンバス株式会社運輸部長 龍﨑 晃 

市民公募委員   犬塚 博 
〃   長谷川 武 
〃   福山 重雄 
〃 ○  坂口 嘉一 

◎委員長○副委員長                        計１１名 

 
佐倉市都市マスタープランの見直し研究会 

区 分 所 属 

会 長 企画政策部企画政策課 
副会長 都市部開発審査課 
会 員 市民部交通防災課 
〃 福祉部社会福祉課 
〃 健康こども部子育て支援課 
〃 経済環境部農政課 

〃 
経済環境部商工観光課（平成 22年 3月 31日まで） 
経済環境部産業振興課（平成 22年 4月 1日から） 

〃 経済環境部環境保全課 
〃 経済環境部廃棄物対策課 
〃 土木部道路管理課 
〃 土木部道路建設課 
〃 土木部下水道課 
〃 都市部公園緑地課 
〃 都市部建築指導課 
〃 水道部施設課 
〃 教育会員会文化課 
事務局 都市部都市計画課  


	都市マス図面差替分scan_H23-03-22
	scan18
	42_土地利用方針図scan
	案_20110314

